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序     文 

 

独立行政法人国際協力機構は、シエラレオネ共和国政府の要請を受け、カンビア県、ポートロコ県

での効果的・効率的な地域開発の実施体制確立を目的として、2009 年 11 月から 2014 年 10 月まで

5 年間の予定で「カンビア県地域開発能力向上プロジェクト」を実施してきました。 

プロジェクトの終了を控え、2014 年 4 月 30 日から 5 月 18 日までの間、終了時評価調査を実施

し、活動実績や目標達成状況等について、総合的な評価を行いました。これらの評価結果は、調査団

とシエラレオネ側関係者による協議を経て評価レポートとしてまとめられ、協議議事録（M/M）の

署名・交換を行いました。本報告書は、同調査団による協議及び評価調査結果等をまとめたものです。 

 

なお、本終了時調査の終了後、シエラレオネではエボラ出血熱の影響が深刻化したため、プロジェ

クト関係者は 2014 年 8 月に一時国外退避し、プロジェクトは停止しました。2016 年 1 月にエボラ出

血熱終息宣言が出されたことを機に、プロジェクト活動は再開されました。再開にあたり、既存の成

果を踏まえ、活動スコープはエボラ復興支援に質する内容に拡げられ、プロジェクト期間も 2018 年

7 月まで延長されています。 

 

最後に、本調査の実施にあたり、ご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心から感謝の意を

表します。 

 

平成 29 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部長 中村  明 
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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：シエラレオネ 案件名：カンビア県地域開発能力向上プロジェクト 

分野：地方行政 援助形態：技術協力プログラム 

所管部署：経済基盤開発部 協力金額（評価時点）約 2 億 3,000 万円【専門家派遣費含ま

れず】 

協力期間： 

2009 年 11 月～2014 年 10 月 

先方関係機関：地方自治地域開発省（MLGRD） 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

シエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す）では、2001 年 5 月に内戦の停戦合意が成

立し、2002 年 1 月には内戦終結が宣言された。同国は緊急支援から復興を経て開発の段階に移行し

つつあるが、人間開発指数は 187 カ国中 180 位（2013 年）であるなど、著しく貧しい状況にある。

シエラレオネでは 2004 年に地方自治法が制定、地方分権化の推進が試みられており、地域のニ

ーズに基づく 3 カ年県開発計画が策定され、社会基盤施設の整備や各種行政サービスを実施する枠

組みが作られている。また、開発計画策定時には住民のニーズや情報収集のために、住民代表から

なるワード委員会（WC）が設立されている。一方で、県議会議員の人員・能力の不足から、地域

ニーズの的確な把握及び計画・事業への反映、セクター省庁との調整・連携等が適切に実施されて

おらず、必要とされている行政サービスや道路、給水施設といった社会基盤施設の整備が有効に実

施されていない。 

これらの状況を受け、JICA はシエラレオネ政府の要請に基づき、地方自治地域開発省（MLGRD）、

カンビア、ポートロコ両県議会をカウンターパート（C/P）機関とし、両県での効果的・効率的な

地域開発の実施体制確立を目的に、2009 年 11 月から 2014 年 10 月まで「カンビア県地域開発能力

向上プロジェクト｣（CDCD）を実施している。 

本プロジェクトは、「カンビア及びポーロコ県における効果的・効率的な県・村落開発管理がで

きる体制と機能の強化」を目標に、①パイロットプロジェクト及びモデルプロジェクトを通じて、

両県において県・村落開発モデルが構築され、②両県の県議会、チーフダム議会、WC のより効果

的かつ効率的な県・村落開発管理にかかる能力が向上し、③県・村落開発モデルの全国普及の仕組

みを構築し、本省による関連法・ポリシーが改定されることを成果として活動してきた。その成果

の達成に向け「フィーダー道路改修プロジェクト」と、コミュニティセンターや小学校の改修、井

戸の新設などを行った「モデルワードプロジェクト（MWP）」を企画・立案から調達、実践・運営、

モニタリング・評価するまでの一連の過程を習得することを活動の軸に、その過程で得られた知見

や反省点、教訓を「県・村落開発ハンドブックに反映させている。現在、同ハンドブックの改訂作

業はおおむね終了し、本プロジェクト期間終了までにプロジェクトとしての各ハンドブックの最終

版の完成を目指している。また、これらの活動を支えるため、2014 年 4 月末現在長期及び短期専門

家合計 4 名が派遣中である。 

本調査は延長期間の終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認するとともに、今
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後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目

的とし、実施された。 

 

１－２ 協力内容（PDM Ver.3 に基づく） 

（1）上位目標：シエラレオネ全県において、より効率的・効果的な県・村落開発にかかる体制と

機能が強化される 

 

（2）プロジェクト目標：カンビア、ポートロコ県において、効率的・効果的な県・村落開発にか

かる体制と機能が強化される 

 

（3）アウトプット： 

1. パイロット・モデルプロジェクトを通じ、県・村落開発モデルが構築される 

2. カンビア県、及びポートロコ県の県議会、チーフダム議会の、より効果的かつ効率的な県・

村落開発管理に係る能力が向上する 

3. 県・村落開発モデルの全国普及システムが構築され、本省による関連法・ポリシーが策定さ

れる 

 

（4）対象地域：カンビア県、ポートロコ県 

 

（5）現地実施体制 

プロジェクトディレクター：MLGRD 副大臣 

プロジェクトマネジャー：MLGRD 次官、地方行政局長、村落開発局長 

プロジェクト C/P：対象 2 県県議会職員計 30 名 

 

（6）投入（評価時点：2014 年 4 月末） 

①日本側 

専門家派遣：長期専門家派遣：5 名、短期専門家派遣：11 名 

機材供与：約 3,654 万円 

ローカルコスト負担：約 1 億 9,381 万円 

研修員派遣（本邦研修）：C/P 研修 20 名 

②シエラレオネ側 

主な C/P の配置：MLGRD、カンビア、ポートロコ県議会職員 約 30 名 

土地・施設提供：MLGRD うち、及びカンビア、ポートロコ県議会内のプロジェクト執務室、

付帯機材及び電気・水道設備 
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２．評価調査団の概要 

団員構成 （総括団長）JICA ガーナ事務所長 

牧野 耕司 

（協力企画）JICA 経済基盤開発部 

平和構築・都市・地域開発第二課 

主任調査役 竹内 知成 

（協力企画）JICA 経済基盤開発部

平和構築・都市・地域開発第二課 

副調査役 大石 健介 

（評価分析）株式会社 VSOC  

白井 和子  

（評価メンバー）Mr. Sullay Sesay, Social 

Capital Project Coordinator, Decentralization 

Secretariat, MLGRD 

（評価メンバー）Mr. Christian Yajah, Senior 

Assistant Secretary, MLGRD 

（評価メンバー）Mr. Joseph Komeh, 

Development Planning Officer, Makeni City 

Council 

調査期間  2014 年 4 月 30 日～5 月 18 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）アウトプットの達成度 

1）アウトプット 1：ほぼ達成した 

県・村落開発ハンドブック（第 2 版）の草稿は既に完成し、文法修正など最終化作業をプロ

ジェクトにより実施中であり、2014 年 5 月末の大臣署名をもって完成予定である（指標 1-1、

1-2）。 

2）アウトプット 2：達成した 

カンビア、ポートロコ県議会職員対象の研修の受講者で研修後のモニタリングを対象とした

受講者 61 名中、56 名がそれぞれ研修終了後にアクションプランを作成し、全員が同プランを

実行した（指標 2-1）。地方行政業績総合評価システム（CLoGPAS）の順位（指標 2-2）はアウ

トプット指標ではなく、プロジェクト目標の指標の 1 つとして達成度を測ることとなった。県

議会職員は、計画、契約実施、維持管理の各業務の段階での能力が向上し、WC もニーズアセ

スメントをプロジェクトとともに行い、住民のニーズに基づく計画策定能力、県議会と住民を

つなぐチャネルとしての役割を果たすことができるようになった（指標 2-3）。 

3）アウトプット 3：達成した 

第 3 回県・村落開発フォーラム（2012 年 11 月）において、プロジェクトは MLGRD 主導で

実施される県・村落開発ハンドブックの活用に関するモニタリングや普及活動に関する大枠を

確認し、ハンドブックの改訂に関する日程を発表した（指標 3-1）。また、ハンドブックの普及

計画が全地方議会合意のもと、第 8 回 Steering Committee（SC）及び第 3 回 Joint Cordination 

Committee（JCC）にて確定した（指標 3-2）。 

 

（2）プロジェクト目標の達成見込み 

評価団は「ハンドブックに基づく事業の実施」のほか、2 つの定量指標を加え、達成見込みを

測ることとした。計 3 つの指標の結果から、プロジェクト目標はおおむね達成した。 
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指標 達成状況 

（1）CLoGPAS の順位が上がる 

 

 
 

 2011 年 2013 年

カンビア県 5 位 3 位

ポートロコ県 3 位 2 位
 

CLoGPAS の指標の中でも業績評価（Performance Measurement）において、各県議会の点数

がそれぞれ 2011 年 48 点（カンビア県）、49 点（ポートロコ県）から 2013 年 62 点（両県）に

上昇した。 

（2）予算執行率が上がる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポートロコ県議会（レオン） 

 2008 年 2013 年 

予算額 3,991 13,717 

執行額 3,371 12,132 

執行率（％） 84.5 88.4 

 

 カンビア県議会（レオン） 

 2008 年 2013 年 

予算額 3,163 4,774 

執行額 2,689 4,595 

執行率（％） 85.0 96.3 
 

（3）県議会とワード委員会（WC）に

よる県村落開発事業がハンドブッ

クに示された体制と機能により行

われる 

・WC が取りまとめた優先順位を考慮した年間計画

の策定、リストを基にした適切な業者選定、セク

ター省庁、局・部（MDAs）と連携した事業実施が

県議会職員によりなされるようになった。 

・住民－WC、WC－県議会など関係者間のつながり

が強化された。 

・計画、契約業務、報告、情報共有等の基礎業務、

問題解決能力も改善の余地あり。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

・Agenda For Prosperity（A4P、2013-2017）では、地方分権化を進めるうえでの地方行政における

ガバナンスの強化に重点が置かれ、地方の経済活性化の観点でも本プロジェクトとの整合性は

高い。 

・本プロジェクトは地方自治法（2004）に規定された県議会、WC 議員の機能、役割、主席行政

官（CA）の役割、チーフダムとの関係等に基づいており、法律との整合性は高い。 

・MWP は村落開発調整政策で示した地方開発の方向性を現場で実証するものであり、県／村落

ハンドブックの改定、普及活動は MLGRD と大統領間で締結される業務契約（Performance 
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Contract）内に示された進捗表（Tracking Table）に含まれている。 

・地方自治改正案は閣議、国会承認、村落開発調整政策は内部差し戻し調整中で、閣議承認も受

けていない状態。 

・MLGRD、県議会職員、WC、住民と各層のニーズに本プロジェクトの趣旨は整合している。 

・アウトプット 3 は上位目標達成のための準備にまつわる目標であり、モデルの普及を念頭とし

たプロジェクトのアプローチは持続性の観点からも妥当である。 

 

（2）有効性：高い 

・プロジェクト目標（県議会職員によるハンドブックに示された体制、機能による開発事業の実

施）はおおむね達成している。 

・アウトプット 1（モデルの構築）と 2（県議会職員とモデルワード委員の能力向上）はプロジ

ェクト目標達成に直接役立っている。アウトプット 3（普及の準備）は全国へのハンドブック

普及、活用を目指す活動（フォーラム開催等）を通じ、県議会職員のオーナーシップやモチベ

ーション醸成に寄与している。 

 

（3）効率性：比較的低い 

・日本人専門家は長期 5 名、短期 11 名が予定通り派遣され、各専門分野の技術移転がおおむね

適切になされたが、調達や入札作成に関する専門家派遣はやや不十分であった。 

・シエラレオネ側から C/P の配置は計画通りになされたが、もともと各部署 1 名の担当者で、他

ドナー支援による研修セミナー出席などの理由によりプロジェクト活動の進捗に影響を及ぼ

したことも否めない。 

・資機材は予定通り供与されたが、一部盗難事故が発生し、使用不可となった。 

 

（4）インパクト：中程度 

・MLGRD はハンドブックの普及システムを主体的に構築し、他の地方議会によるハンドブック

活用に関しモニタリング調査を既に開始、第 3 回県／村落開発フォーラム（2013 年 11 月）で

はハンドブックの改定を全地方議会、関係セクター省及び県事務所、他ドナーを巻き込んで行

っていることから、ある程度上位目標は達成が見込まれる。他方、体制、予算が盛り込まれた

具体的な中期計画策定も必要。 

・フィーダー道路改修プロジェクト（FRRP）は市場へのアクセス改善、MWP は保健衛生、学校

教育、社会活動等多様なインパクトも見られた。 

 

（5）持続性：比較的低い 

1）法律・政策面 

MLGRD は A4P のもと、戦略計画ドラフト（2014-2016）において地方分権化政策維持を表

明し地域開発プロセスにおける住民やコミュニティのエンパワメントを目指している。また県

／村落開発ハンドブックも上記計画内に明記されており、政策面での持続性は高い。他方、地

方行政法（2004）改正案は閣議及び議会での承認を、村落開発調整政策は省内での再調整及び

閣議承認を待つ状況が続いており、持続的な CDCD モデルの普及への懸念もある。 
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2）組織・予算面 

MLGRD は県／村落ハンドブック改訂委員会を設置し、対象 2 県議会以外の地方議会におい

てハンドブックの活用インパクト調査やモニタリングを実施し、プロジェクト終了後も同委員

会が実施母体としてこうした活動を推進していく意向を示している。他方、MLGRD、及び対

象 2 県議会とも普及を担う人材不足は否めず、シエラレオネ政府からの予算は少なく、県議会

の歳入の改善が強く望まれている。 

3）技術面 

県議会職員へ移転されてきた技術や知識は彼らの委任事項（TOR）に根差している。また住

民が習得した維持管理方法は受け入れられており、各層の受益者は継続的な技術や知識の活用

を表明している。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

 本プロジェクトでは①まず地方開発事業のモデルを実証事業を通じて構築し、②開発事業を

担う県議会、WC の能力向上を研修やオンザジョブ・トレーニング（OJT）を通じて図りつつ、

③モデルの普及の準備を進めるための活動を実施している。このような段階的かつ普及を目指

したアプローチはプロジェクト目標の達成及び持続性の確保に有益な効果を発揮している。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・MLGRD は開発政策の実現に向けた強いオーナーシップとリーダーシップを発揮した。 

・県／村落開発ハンドブックの改訂を通じ、MLGRD と県議会が地方の状況を共有し、関係者間

のコミュニケーションが強化された。 

・県議会とシエラレオネ道路公社（SLRA）等関係セクター事務所との連携体制が強化され技術的

支援を県議会職員が受けやすくなった。 

・地域の伝統的な関係者（パラマントチーフなど）からの支援が得られた。 

 

３－４ 問題点及び問題を引き起こした要因 

（1）計画内容に関すること 

該当なし 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・各自の地域開発事業の実施に関するそれぞれのモダリティを保有ている他ドナーに現状では

CDCD モデルを強要できない。同モデルは法的な強制力をもった必須の手法ではなく、活用に

は限界がある。 

・頻繁な職員異動のため、プロジェクトの実施期間をフルに活用し組織的な能力向上を測るのは

困難であった。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトの妥当性は高く、おおむねその目標を達成し有効性も高いと確認されたことか
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ら、評価団は本プロジェクトは予定通り終了することが妥当と結論した。プロジェクトは県議会職

員の能力向上を図るとともに、住民のニーズを反映した県議会による開発事業計画策定から維持管

理までの実践的な事業運営方法を構築し、かつ県議会と各セクター県事務所との連携を強化した。

その一方で、世界銀行（WB）等の他ドナーとの連携を踏まえ、普及にかかる予算や体制を明記し

た 3 カ年程度の実施計画の策定の必要性があるとの認識に至った。 

 

３－６ 提 言 

・MLGRD は予算配分に関する詳細な情報を盛り込んだ 2017 年までの普及計画を策定すべき。ま

た同計画には、担当部署や人員及びその役割も明記すべし。 

・MLGRD はハンドブックの将来的な活用方針について決定し他ドナーの類似／相違点を考慮しつ

つ、国家レベルで統一された実践的な地域開発方法を見出すこと。 

・プロジェクトは国連開発計画（UNDP）や WB 等、他ドナーとの連携を深め、MLGRD がプロジ

ェクトの便益を維持していくための支援を行うこと。 

・県議会は歳入の改善に努めること。通常の中央政府からの補助金のみならず、他ドナーからの資

金についても積極的かつ戦略的にアクセスしていくこと。 

 

３－７ 教 訓 

（1）相手国のニーズ、動向に対する柔軟なプロジェクト計画 

・シエラレオネは世界最貧国の 1 つで紛争終結国であり社会基盤が劣悪な国である。こうした特

殊性をもつ国に対しては本プロジェクトのように、道路工事をプロジェクト開始当初から入れ

る、対象地を同時に複数設置するなど、目に見える成果を早急に出すための対応が求められる。

・本プロジェクト期間中に主要な法律や政策の見直し・策定時期が重なり、プロジェクトも政策

レベルでの関与が可能となった。相手国政府の政策レベルの動向に機敏に対応し、政策と現場と

つなぐ役割を果たした本プロジェクトの計画及び実施体制は他の案件でも活かすことが可能。 

 

（2）普及を意識した戦略的プロジェクト計画の策定と実施 

・本プロジェクトのように、プロジェクト実施中に終了後のハンドブック普及の準備のための活

動を行うことで、より確実なものとしていくことができる。また、将来の普及を見据えたプロ

ジェクト計画（PDM）を戦略的に策定することが重要。 

・プロジェクトは異動した C/P も巻き込んで異動先の地域におけるハンドブック活用に関する意

見交換を行った。非対象地域との連携を深め、将来の普及人材をプロジェクト期間中に育成す

るうえでも有効な方法である。 

・本プロジェクトはモデル構築のための実証事業の実施にプロジェクト期間の大半を費やした。

モデルの実効性や汎用性について、人材、資金、及び時間的コスト面から C/P 自身により検証

できる期間をプロジェクトの後半に設けることもモデルの持続性を担保するための一案であ

る。 
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Summary of the Results of Evaluation Study 

I. Outline of the Project 

Name of Country: 

Republic of Sierra Leone 

Project Title: 

Capacity Development for Comprehensive District Development in 

the Northern Region of Sierra Leone (CDCD Project) 

Issue/Sector: Local Governance Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Office In-Charge: Peace Building 

and Urban and Regional 

Development Division 2, Peace 

Building and Urban and Regional 

Development Group,  

Economic Infrastructure Department 

Total Cost: 230 million yen 

The Project Period: 

November 2009–October 2014 (five 

(5) years) 

Partner Country’s Implementing Organization: 

Ministry of Local Government and Rural Development (MLGRD), 

Kambia District Council, Port Loko District Council 

Related Institutions (Japan): None 

1-1. Background of the Project 
JICA has resumed technical assistance to Sierra Leone since 2006 after the peace agreement was made. At 

the beginning of the recommencement, JICA focused on bringing a quick and visible impact to target areas 

or partners on the assumption that Sierra Leone was still in a transitional period, and showing such tangible 

and quick impact is required for stability and peace in this country. Afterward, in response to request from 

the Government of Sierra Leone (GoSL), JICA dispatched a detailed plan formulation mission for a 

technical cooperation project in collaboration with MLGRD in order to ensure sustainability and to 

accelerate development of the country, especially in rural districts. 

As a result of a series of discussions with concerned officials of the Government of Sierra Leone and other 

stakeholders, and with reference to the act and policy of local government and rural development of the 

MLGRD, it was envisaged that capacity building of local council and Ward Committee (WC) was one of the 

crucial needs for realizing development in localities in a more efficient and effective way along with the 

policy of the Government of Sierra Leone. In this context, JICA and GoSL reached an agreement that a new 

project would assist in strengthening service delivery from the local council and self-help development 

management of WC along with present due structure and function in LGA 2004. Consequently, the “CDCD 

Project was launched in November 2009 for five years. 

 The mid-term review was conducted by the joint team from June 30 to July 15, 2012, for the purpose of 

finding the degree of achievement based on the PDM (project design matrix) and PO (plan of operations) 

and evaluating comprehensively as per five evaluation criteria. 

 The Project has dispatched 5 long-term and 11 short-term experts, implementing Feeder Road 

Rehabilitation Projects (FRRPs) and Model Ward Projects (MWPs) in order to achieve its project purpose, 

namely “To strengthen the structure and function to manage district/rural development more effectively and 

efficiently in Kambia and Port Loko districts.” 

 The Terminal Evaluation Survey was conducted by the joint team to review the achievements and progress 

of the Project using the five evaluation criteria to make recommendations for the remaining period of the 

Project and extract lessons learned for similar JICA projects in the future. 

  

1-2. Project Overview 

(1) Overall Goal: Strengthen the structure and function to manage district/rural development more 
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effectively and efficiently overall districts in Sierra Leone 

 

(2) Project Purpose: Strengthen the structure and function to manage district/rural development more 

effectively and efficiently in Kambia and Port Loko districts 

 

(3) Outputs: 

1) The District/Rural Development Method in Kambia and Port Loko districts is established through pilot 

and model projects 

2) Capacities of District Councils and Ward Committees in Kambia and Port Loko districts are developed 

for more effective and efficient District/Rural Development Management 

3) The system to disseminate District/Rural Development Model to each district is established by 

MLGRD, and related acts/policies are modified 

 

(4) Target Areas: Kambia District and Port Loko District 

 

(5) Implementing Agency: Ministry of Local Government and Rural Development (MLGRD) 

 

(6) Inputs:  
Japanese Side 
Japanese Side: 230 million Yen  

   Long-Term Experts: 5 persons        Equipment: 36.5 million yen 

   Short-Term Experts: 11 persons       Local Operation Cost: 194 million yen 

   Training in Japan for Counterpart Personnel: 20 participants 

 Sierra Leonean Side 

   Counterpart Personnel: Deputy Minister (Project Director), Permanent Secretary (Project Manager), 

Directors of Department of Local Government and Rural Development (Project Manager), approx. 30 

officers of Kambia and Port Loko district councils (Counterparts) 

   Office and facilities were provided as Project Office in MLGRD at Freetown, and in Kambia and Port 

Loko district offices 

II. Evaluation Team 

Sierra Leonean Side Mr. Sullay Sesay, Social Capital Project Coordinator, Decentralization Secretariat, 

MLGRD 

Mr. Christian Yajah, Senior Assistant Secretary, MLGRD 

Mr. Joseph Komeh, Development Planning Officer, Makeni City Council 

Japanese Side 

 

Mr. Koji Makino, Chief Representative, JICA Ghana Office 

Mr. Kensuke Ohishi, Deputy Assistant Director, Economic Infrastructure 

Department, JICA 

Mr. Tomonari Takeuchi, Representative, JICA Ghana Office 

Ms. Kazuko Shirai, Project Management Department, VSOC, Inc. 

Period of Evaluation April 30–May 18, 2014 Type of Evaluation: Terminal Evaluation  

III. Results of Evaluation 

1. Project Performance 

1-1. Achievement of Outputs 

(1) Output 1: Almost Achieved  
 The Draft of District/Rural Development Handbooks has been completed, and they are in the process of 

final grammatical check by the Project. The Handbooks will be completed with a signature from the 
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MLGRD by the end of May 2014 (Indicators 1-1 and 1-2). 

 

(2) Output 2: Achieved 

 Among 61 participants in the training provided by the Project, 56 participants made respective action plan, 

and all of them implemented their duties along with the action plan (Indicator 2-1). The Evaluation Team 

(“the Team”) decided to use the result of CLoGPAS not as the measurement for Output 2, but for the Project 

purpose. Aside from the CLoGPAS, the capacity of officers at Kambia District Council (KDC) and Port 

Loko District Council (PLDC) has improved significantly at each stage of the project, such as planning, 

contract awarding, implementation, and maintenance. The Ward Committee (WC) members also enhanced 

their capability in inclusive planning for their designated areas based on the community’s needs to take their 

responsibilities as a channel connecting DCs and the community (Indicator 2-3). 

 

(3) Output 3: Achieved 
In the 3rd District/Rural Development Forum in November 2013, the Project identified the outline of 

structure of utilization and monitoring activities for dissemination of the Handbooks by MLGRD, and 

presented a schedule on revision of the Handbooks (Indicator 3-1). Following the DCs’ agreement on the 

dissemination plan for the Handbook, the Project confirmed the schedule at the 8th Steering Committee and 

the 3rd JCC (Indicator 3-2). 

 

1-2. Achievement of the Project Purpose 
In addition to the original qualitative indicator for the Project purpose, the Team assessed the degree of the 

achievement of the Project purpose with two kinds of quantitative indicators. Based on the results of those 

three indicators, the Team identified that the Project has almost achieved its purpose. 

 Compared to the CLoGPAS grading in 2011, the provisional result in 2013 for KDC and PLDC moved up 

from fifth to third, and third to second, respectively. The performance measurement scores were particularly 

improved for both district councils (Indicator 1). As for the budget execution rate, both KDC and PLDC 

improved from the rate in 2008 (Indicator 2). The Team identified good practices by staff at KDC and PLDC 

in their effective and efficient project management by utilizing points in the Handbooks. At the same time, 

the Team found some room to improve in the basic capacities of staff in planning, contract awarding, 

reporting, and problem solving (Indicator 3). 

 

1-3. Implementation Process 
The Joint Coordination Committee (JCC), as the highest decision-making mechanism of the Project, was 

held five times to date, including the latest JCC for approval of result of the Terminal Evaluation on May 16, 

2014. The Steering Committee has been held eight times for Project monitoring at a rather practical level. In 

addition, the JICA headquarters dispatched the Consultation Survey Mission Team twice for improvement of 

Project implementation. 

 As for the recommendations made by the mid-term review team in July 2012, the Project has taken actions 

to improve their activities according to the suggestions, which contributed to improvement in capacity 

development of staff at KDC and PLDC as well as WC members. 

 

2. Summary of Evaluation by Five Criteria 

(1) Relevance: High 
The Agenda for Prosperity (A4P, 2013–2017) prioritizes enhancement of local governance in the course of 

decentralization. The Project is in line with the A4P in terms of local economic development. The basic 

structure of the Project is based on the roles of DCs, WC, as well as Chiefdom identified in the Local 
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Government Act 2004. The Model Ward Project (MWP) being implemented in the Project proves directions 

and practices of the Rural Development Coordination Policy on the ground. Relevancy of the Project 

activities is apparently observed in the tracking table of the Performance Contract made between the 

MLGRD and the President of Sierra Leone. On the contrary, the amended LGA2004 has been approved by 

neither the Cabinet nor Parliament, and RDCP is still in the process of internal coordination in the MLGRD 

before approval by the Cabinet. 

The objectives of the Project meet the needs of every level of local government in Sierra Leone among the 

MLGRD, staff at DCs, WC members, and community people. The Project’s approach, in which Output 3 is 

supposed to prepare for the achievement of overall goal, is appropriate to ensure sustainability of the 

Project. 

 

(2) Effectiveness: High 

 The Team identified that the Project has almost achieved its Project purpose indicated in the current PDM. 

The logicality between the Project purpose and two outputs is still valid at present. Although Output 3 was 

set to prepare the achievement of overall goal, the ownership of staff at KDC and PLDC has been enhanced 

through revision and dissemination of the Handbooks at the same time. 

 

(3) Efficiency: Fair 

 The Japanese experts were dispatched as planned and appropriately transferred their skills and knowledge 

as a whole. Technical transfer on contract awarding and bidding documentation could have been added for 

more precise practices for technical staff at KDC and PLDC. As for Sierra Leonean side, although C/Ps 

were appointed as planned, there was only one staff member in charge at respective sections. Therefore, if 

one C/P was absent, Project activities also stopped automatically, which sometimes affected smooth Project 

implementation. 

 Machineries and equipment were provided from Japanese side as planned. However, the fact that some of 

the machineries and equipment were stolen regretfully degraded the evaluation of efficiency. 

 

(4) Impact: Medium 
 The Team identified that MLGRD has already started to establish dissemination structure for the 

Handbooks in the ministry, operating a monitoring survey in non-targeted DCs over the usage of the 

Handbooks. The MLGRD, together with the Japanese experts, held the 3rd District/Rural Development 

Forum to review the Handbooks involving all the LCs as well as major MDAs and DPs. Considering these 

active factors, the overall goal is expected to be achieved to some extent. On the contrary, the Team 

identified the MLGRD will need to formulate a mid-term plan with budget and human resources for 

dissemination of the Handbooks. 

 

(5) Sustainability: Fair 

1) Policy and Institutional Aspect 
 Under the Agenda for Prosperity, the MLGRD assures continuous execution of the decentralization policy 

in its Draft Strategic Plan (2014–2016). In the Plan, the MLGRD envisages empowerment of community 

people in the process of rural development. Sustainability of policy support can be observed in the Plan, 

which contains revision and dissemination of the Handbooks. The concerned part is that the amended LGA 

2004 and Rural Development Coordination Policy (RDCP) are not approved by the Cabinet. Approval of the 

RDCP is especially awaited since it is the only policy that assures the roles and responsibility of the Village 

Development Committee (VDC), one of the key parts in the structure of the CDCD model. Without policy 

support, sustainable dissemination of the CDCD model may be hampered in the future. 
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2) Organizational and Financial Aspect 
As for the organizational aspect, the MLGRD has already set up the Handbook Revision Committee, taking 

up its responsibility in impact survey and monitoring on usage of the Handbooks. The committee is 

supposed to be the main body to continue these activities. However, human resources within the MLGRD, 

KDC and PLDC are rather scarce, and, more seriously, budget from GoSL is very limited. It is highly 

expected that KDC and PLDC improve their own revenue to sustain the benefits they received through the 

Project. 

3) Technical Aspect 
 All the skills and knowledge were in line with the TOR of staff of KDC and PLDC. The transferred skills 

on maintenance of rehabilitated facilities were also appropriate, and easy to understand and utilize among 

the user groups in the benefited community. They are all eager to keep their new skills and knowledge after 

the Project is over. 

 

3. Factors Promoting Better Sustainability and Impact 

(1) Factors Concerning to Planning 
The Project established the model for district and rural development through FRRPs and MWPs, enhancing 

the capacity of staff of KDC and PLDC by training and OJT. The Project also contains activities on 

preparation for dissemination of the CDCD model. The strategically planned approach contributes not only 

to achievement of the Project purpose but also to sustainability of the Project effects in the future. 

 

(2) Factors Concerning to the Implementation Process 

 During the implementation of the Project, the MLGRD has shown its strong leadership and ownership for 

realization of its local government development. The MLGRD, KDC, and PLDC share the realistic situation 

on the ground through the Project activities among them, and communication among stakeholders was 

significantly strengthened. The linkage between KDC, PLDC, and MDAs, especially SLRA district office, 

became strong, with which officers at KDC and PLDC gained technical advices more easily than before the 

Project. Cooperation from traditional stakeholders such as Paramount/Section Chiefs also contributed to 

active mobilization of the community people and local resources. 

 

4. Factors Inhibiting Better Sustainability and Impact 

(1) Factors Concerning to Planning: N/A 

 

(2) Factors Concerning to the Implementation Process 
Since all the Development Partners (DPs) have their own modalities for implementation of their own 

development projects, it is difficult for officers at KDC and PLDC to enforce those DPs to use the CDCD 

model. The CDCD model is not yet a mandatory method with legitimacy, which limits its usage on the 

ground. 

The frequent transfer of officers at KDC and PLDC has affected continuous and accumulative 

skill/technology transfer for institutional development by Japanese experts. 

 

5. Conclusion 
It was evaluated that the relevance of the Project is high, and there have been some positive impacts 

derived from the Project activities. The effectiveness of the Project is also high since the Project purpose has 

almost achieved. With these factors, the Team concluded that it is reasonable that the Project will be 

completed as planned in October 2014. The Project has contributed to establishment of practical method for 

management of development projects by DC officers from planning to maintenance. The collaborative 
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relationship between DCs and MDAs was also largely strengthened. 

However, efficiency and sustainability could not reach to a satisfactory level. It was concluded that the 

mid-term dissemination plan with budget and institutional structure should be formulated based on 

collaboration with DPs before the Project’s completion. 

 

6. Recommendations 

(1) The MLGRD should prepare the dissemination plan of the Handbooks with detailed information 

containing the budget allocation plan until 2017 and department and/or section, and who will be 

responsible for what activity. 

 

(2) The MLGRD should decide a policy on the future utilization of the Handbooks and create a practical 

method for rural development in consideration of the use of Handbooks at the national level by reviewing 

and identifying similar and different points in all the methods of stakeholders. 

 

(3) The Project should promote collaboration between the Project and development partners such as UNDP 

and WB in order to sustain the positive impact of the Project. 

 

(4) District councils need to increase their revenue, seeking for funds from DPs as well as budget from the 

central government. 

 

7. Lessons Learned  
(1) Design of Projects That Meet Needs of a Post-Conflict Country 

Sierra Leone, although in the last stage of the post-conflict period, is one of the leased developed countries, 

and the social infrastructure is considered to be at the worst level in the world. Since the GoSL requested 

that the Project show tangible outcomes to communities as soon as possible, the Project was designed with 

feeder road rehabilitation in the pilot phase, and added one target district from the commencement of the 

Project. It would be expected to design projects flexibly enough to fulfill the needs of a post-conflict 

country. 

 

(2) Actions to Connect Policy and the Ground 

During the Project, a review of the Local Government Act 2004 and the related policies was conducted by 

the MLGRD. The Project was successfully involved in the policy review process, channeling the central and 

local interests by making efforts to keep a close relationship between local activities and policy making. 

Such efforts are important for other similar projects. 

 

(3) Strategic Project Planning and Implementation for Sustainability 

Following the model establishment phase, the Project was planned to include the model dissemination 

phase in the later part of the Project period. The Project also involved stakeholders in non-targeted districts, 

such as transferred ex-C/Ps, for revision of the Handbooks. Such strategic planning and implementation in 

consideration of the model dissemination ensure sustainability after the Project termination. 

 A large part of the Project period was used to conduct experimental projects to establish the model. As a 

result, the Project will be over without the model being tested by C/Ps in their own original work. It could be 

one idea to set a certain time in which C/Ps can exercise the model within the Project period so as to 

recognize how it works and to identify the time and cost required when they conduct real projects based on 

the model. 
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第１章 プロジェクトの概要 

１－１ プロジェクトの背景 

シエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す）では、2001 年 5 月に内戦の停戦合意が成立

し、2002 年 1 月には内戦終結が宣言された。同国は緊急支援から復興を経て開発の段階に移行しつ

つあるが、人間開発指数は 187 カ国中 180 位（2013 年）であるなど、著しく貧しい状況にある。 

シエラレオネでは 2004 年に地方自治法が制定、地方分権化の推進が試みられており、地域のニー

ズに基づく 3 カ年県開発計画が策定され、社会基盤施設の整備や各種行政サービスを実施する枠組

みが作られている。また、開発計画策定時には住民のニーズや情報収集のために、住民代表からなる

ワード委員会（Ward Committee：WC）が設立されている。一方で、県議会議員の人員・能力の不足

から、地域ニーズの的確な把握及び計画・事業への反映、セクター省庁との調整・連携等が適切に実

施されておらず、必要とされている行政サービスや道路、給水施設といった社会基盤施設の整備が有

効に実施されていない。 

これらの状況を受け、JICA はシエラレオネ政府の要請に基づき、地方自治地域開発省（Ministry of 

Local Government and Rural Development：MLGRD）、カンビア、ポートロコ両県議会をカウンターパ

ート（Counterpart：C/P）機関とし、両県での効果的･効率的な地域開発の実施体制確立を目的に、2009

年 11月から 2014年 10月までの予定で｢カンビア県地域開発能力向上プロジェクト｣を実施している。 

 

１－２ プロジェクトの要約 

本プロジェクトは、「カンビア及びポーロコ県における効果的・効率的な県・村落開発管理ができ

る体制と機能の強化」を目標に、①パイロットプロジェクト及びモデルプロジェクトを通じて、両県

において県・村落開発モデルが構築され、②両県の県議会、チーフダム議会、WC のより効果的かつ

効率的な県・村落開発管理にかかる能力が向上し、③県・村落開発モデルの全国普及の仕組みを構築

し、本省による関連法・ポリシーが改定されることを成果として活動してきた。その成果の達成に向

け「フィーダー道路改修プロジェクト（Feeder Road Rehabilitation Project：FRRP）」と、コミュニティ

センターや小学校の改修、井戸の新設などを行った「モデルワードプロジェクト（Model Ward 

Project：MWP）」を企画・立案から調達、実践・運営、モニタリング・評価するまでの一連の過程を

習得することを活動の軸に、その過程で得られた知見や反省点、教訓を「県・村落開発ハンドブック」

に反映させている。 

 

プロジェクト概要表（付属資料 2. ANNEX3 PDMver.3 ）に記載された上位目標、プロジェクト目

標、アウトプット、活動は以下のとおり。 

 

上位目標： 

シエラレオネ全県において、より効率的・効果的な県・村落開発にかかる体制と機能が強化される 

 

プロジェクト目標： 

カンビア、ポートロコ県において、効率的・効果的な県・村落開発にかかる体制と機能が強化される 
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アウトプット： 

1. パイロット・モデルプロジェクトを通じ、県・村落開発モデルが構築される 

2. カンビア県、及びポートロコ県の県議会、チーフダム議会の、より効果的かつ効率的な県・村落

開発管理に係る能力が向上する 

3. 県・村落開発モデルの全国普及システムが構築され、本省による関連法・ポリシーが策定される 

 

アウトプット 1 の活動 

1.1 地方分権、地方自治、県・村落開発計画に関する政策、法令、戦略、情報を収集、レビュー、分

析する 

1.2 カンビア県、ポートロコ県の社会経済状況の基礎情報を収集、レビュー、分析する 

1.3 県議会、県事務所、チーフダム議会、ワード委員会、コミュニティに関する組織能力、役割、体

制に関し、情報収集、レビュー、分析する 

1.4 県／村落レベルのパイロットプロジェクトを実施する 

1.5 パイロットプロジェクトの結果を基にモデルワードプロジェクトを選定する 

1.6 県／村落レベルのモデルワードプロジェクトを実施する 

1.7 県／村落レベルのモデルワードプロジェクト実施を通じて、県／村落開発ハンドブックを確定・

改訂する 

 

アウトプット 2 の活動 

2.1 パイロット・モデルプロジェクトを通じ県議会職員、チーフダム議会職員、ワード委員会メンバ

ーの OJT を行う 

2.2 現行の研修プログラムと教材を見直す 

2.3 研修計画、プログラム、教材を作成する 

2.4 カンビア県、ポートロコ県で県・村落開発に関する研修を実施する 

 

アウトプット 3 の活動 

3.1 ハンドブックを用いた全国に対する県・村落開発モデルの普及計画を立てる 

3.2 地方自治地域開発省がハンドブックを用いて県・村落開発モデルを県議会、チーフダム議会等関

係者に普及するためのイベントを実施する 

3.3 地方自治地域開発省の関係法令／政策の改定にプロジェクトを基にした助言を行う 
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第２章 終了時評価の概要 

２－１ 終了時評価調査の目的 

本調査は延長期間の終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認するとともに、今後

のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的と

し、2014 年 4 月 30 日から 2014 年 5 月 18 日の日程で実施された。 

 

２－２ 評価団員構成 

（日本側） 

氏名 調査団 役職 

牧野 耕司 総括団長 JICA ガーナ事務所長 

竹内 知成 協力企画 JICA 経済基盤開発部 平和構築・都市・地域開

発第二課 主任調査役 

大石 健介 協力企画 JICA 経済基盤開発部 平和構築・都市・地域開

発第二課 副調査役 

白井 和子 評価分析 株式会社 VSOC 

 

（シエラレオネ側） 

氏名 調査団 役職 

Mr. Sullay Sesay 評価メンバー Social Capital Project Coordinator, Decentralization 

Secretariat, MLGRD 

Mr. Christian Yajah 評価メンバー Senior Assistant Secretary, MLGRD 

Mr. Joseph Komeh 評価メンバー Development Planning Officer, Makeni City 

Council 

 

２－３ 調査日程 

付属資料 2 の ANNEX 1 を参照。 
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第３章 終了時評価調査の方法 

本終了時評価は、新 JICA 事業評価ガイドライン（第一版）に基づき、プロジェクト・サイクル・

マネージメント（Project Cycle Management：PCM）の評価手法を採用して、日本、シエラレオネ双方

の評価者から構成される合同評価調査団により実施された。 

 

３－１ 主な調査項目 

本終了時評価に当たっては、以下の評価 5 項目の観点からの検討を行い、評価を実施した。 

①妥当性：妥当性は、プロジェクトが定めた上位目標とプロジェクト目標が、被援助国の開発政策や

ターゲット・グループのニーズと一致しているか、また、これらの目標を達成するための

プロジェクト・デザインが妥当であったかを検証するものである。 

②有効性：有効性とは、プロジェクト実施によって、ターゲット・グループに対して所期の便益をも

たらすことができたか否かを評価するものである。そのためにはプロジェクト目標の達成

度を分析するとともに、その内容について、プロジェクト活動によるアウトプット産出へ

の貢献度を検証することが必要である。 

③効率性：効率性とは、プロジェクト実施過程における生産性のことであり、投入がアウトプットに

どれだけ効率的に転換されたかを検討する。 

④インパクト：インパクトとは、プロジェクト実施により生じた直接的及び間接的なポジティブ、ネ

ガティブ、期待された及び想定外な効果、影響のことである。 

⑤持続性：持続性とは、プロジェクト実施による効果が、プロジェクト終了後においても持続される

かどうか、それらの阻害及び貢献要因について、政策及び制度的側面、組織及び財政的側

面、そして技術的側面から検証するものである。 

 

３－２ データ収集・分析方法 

本終了時評価にあたっては、以下のデータを収集・検討するほか、現地調査において、日本人専門

家及び C/P への聞き取り、プロジェクト対象地域踏査及び受益者との会合などを通じ、情報を収集し

た。 

（1）討議議事録（Record of Discussion：R/D）、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）、活動計画（Plan of Operations：PO）、ミニッツ（協議議事録）（Minutes of Meetings：

M/M）などプロジェクト計画資料 

（2）詳細計画策定調査報告書、中間レビュー調査報告書、及び M/M 

（3）プロジェクト四半期報告書 

（4）日本人専門家との面談及び協議 

（5）C/P 等シエラレオネ側関係者との面談及び協議 

（6）投入の記録と使用状況 

（7）現地踏査、受益者との面談及び協議 

（8）日本人専門家、C/P、WC への質問票 

  

なお、本終了時評価は現行 PDM（2012 年 7 月付第 3 版）を基に行われた。 

これらの情報に基づき、PDM に掲げられた指標と照らしてプロジェクトの進捗及び成果達成状況
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を確認したうえで、合同評価調査団内で検討を行い、上記評価 5 項目の観点から調査結果の分析を行

った。本調査報告については 2014 年 5 月 15 日に先方実施機関のプロジェクト・ディレクターに内容

を報告し、了解を得たうえで翌 16 日に第 5 回合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）

において英文合同評価調査報告書（付属資料 2.ミニッツに含む）として合意された。 
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第４章 プロジェクトの実績及び実施プロセス 

４－１ 投入実績 

４－１－１ 日本側投入 

評価団は PDM 及び PO（ANNEX 3）に基づき、下記の投入をもってプロジェクトを実施中であ

ると確認した。 

 

（1）専門家派遣 

表 4-1 のとおり、5 名の長期専門家と 11 名の短期専門家が本プロジェクトに派遣された。 

 

表４－１ 専門家派遣実績 

No 氏名 専門分野 派遣期間 

長期専門家  

1 平林淳利 チーフ・アドバイザー 2009 年 11 月～2014 年 4 月 

2 芳野貴之 業務調整 2010 年 4 月～2011 年 7 月 

3 池上聡 村落開発 2012 年 5 月～2014 年 5 月 

4 田中秀和 業務調整 2011 年 7 月～2012 年 8 月 

5 前川貴恵 業務調整 2013 年 3 月～2014 年 10 月 

短期専門家 

1 下山久光 コミュニティ管理 
2009 年 11 月 

2010 年 2 月～3 月 

2 久保島直哉 コミュニティ開発 2009 年 11 月～12 月 

3 金田めぐみ 
キャパシティアセスメ

ント 
2010 年 2 月～8 月 

4 宿谷数光 フィーダー道路 

2010 年 9 月～11 月、12 月、 

2011 年 1 月～4 月、5 月～6 月、8 月～11

月、11 月～12 月 

2012 年 1 月～4 月、5 月～6 月、9 月～11 月、

2012 年 12 月～2013 年 1 月、2013 年 1 月

～2 月、4 月～6 月 

5 反町早季 
キャパシティアセスメ

ント／研修 

2010 年 11 月～12 月、2011 年 5～6 月、8

月～11 月、2011 年 8 月～12 月、 

2012 年 1 月～3 月、4 月～7 月、8 月～10

月、2013 年 1 月～3 月 

6 近藤沙知子 
キャパシティアセスメ

ント 

2011 年 1 月～4 月、9 月～12 月、 

2012 年 1 月～3 月、4 月～6 月 

7 佐藤慶一 県・村落開発 

2011 年 5 月～8 月、9 月～12 月、 

2012 年 1 月～3 月、2013 年 6 月～7 月、

10 月～12 月 

8 澤池多恵子 
業務調整／研修フォロ

ーアップ 

2012 年 12 月～2013 年 4 月、2013 年 6 月

～7 月、8 月～9 月、10 月～12 月 
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9 武田伸久 フィーダー道路 2013 年 1 月～3 月 

10 肥後武 チーフアドバイザー 
2013 年 4 月～6 月、9 月～12 月、2014 年

4 月～5 月、6 月～8 月、9 月～10 月 

11 大西泰介 県開発（M&O） 2014 年 1 月～3 月 

出所：プロジェクトによる取りまとめ 

 

（2）機材供与 

プロジェクト活動の実施及び技術移転に必要な車両、研修用視聴覚機材、事務機器に加え、

対象 WC の活動のための重機等、総額で 359,858US ドル（約 3,654 万円
1
）相当の機材が 2013

年 2 月までに供与された。これら供与機材の詳細については付属資料 2 の ANNEX 5 に示すと

おりである。供与された資機材のうち、大半は使用状況に問題がないが、一部盗難被害にあっ

たものも存在する。 

 

（3）本邦、第三国技術交換、及び国内研修 

これまで MLGRD、カンビア及びポートロコ県議会職員合計 20 名が本邦研修（集団研修）に

参加した。また、JICA ガーナ公務員研修センター機能強化プロジェクトとの連携による技術交

換プログラムの実施、国内ではボー市への視察をそれぞれ MLGRD、カンビア及びポートロコ

県議会職員が参加した。研修の詳細については ANNEX 6 で示したとおりである。 

 

（4）現地業務費支出 

これまでに総計で 1,916,991US ドル（約 1 億 9,381 万円2）のローカルコスト負担が行われた。

各年度の支出実績は表 4-2 に示すとおりである。 

 

表４－２ 現地業務費支出実績 
（シエラレオネレオン） 

 活動 
2009-2010 年度 2010-2011 年度 2011-2012 年度 2012-2013 年度 2013-2014 年度

支出 支出 支出 支出 支出 

1 コミュニティベースライン調査 38,520,000  

2 
フィーダー道路改修、サイト調査、維

持管理 
1,328,979,432 2,002,027,090 1,004,069,047 1,530,641,744

3 パイロットプロジェクト（32 ワード） 216,258,600 584,688,239 283,163,111 489,372,152 

4 モデルワードプロジェクト、維持管理  297,635,127

5 研修/スタディツアー 9,678,000 106,257,200 168,302,800 71,776,650 8,738,000

6 
ワードレベルのパイロットプロジェク

トインパクト 
28,800,000 23,355,000 

 合計 264,456,600 2,019,924,871 2,482,293,001 1,588,572,849 1,837,014,871

  総合計 シエラレオネレオン 8,192,262,192

＊本邦会計年度による USD 1,909,618

＊供与機材リストは ANNEX 5 のとおり 日本円 193,809,040
＊本邦会計年度（4～3 月）による。 

出所：CDCD プロジェクトによる取りまとめ 

 

                                                        
1 2014 年 5 月 20 日換算レート 
2 同上 



 
 

－8－ 

４－１－２ シエラレオネ側投入 

（1）C/P の配置 

シエラレオネ側 C/P として、MLGRD よりプロジェクト・ディレクター 1 名、プロジェクト・

マネージャー 3 名が配置され、対象 2 県議会から県議会議長、副議長、主席行政官（Chief 

Administrator：CA）、副主席行政官（Deputy Chief Administrator：DCA）、各分野担当官、約

30 名が配置された。 

 

（2）土地、施設等の提供 

シエラレオネ側より、フリータウン市内の MLGRD 内に専門家執務室と付帯資機材及び電

気・水道設備が提供された。また、カンビア、ポートロコ県議の県議会事務所内にも専門家執

務室と付帯設備が提供された。 

 

４－２ アウトプット達成状況 

2012 年 7 月に実施された中間レビュー調査以降、3 つのアウトプットはそれぞれほぼその目標値

を達成した。各アウトプットの活動状況及び達成状況は以下に示すとおり。 

 

アウトプット 1：パイロット・モデルプロジェクトを通じ、県・村落開発モデルが構築される 

 

（1）指標 1-1：2014 年 3 月までに村落開発ハンドブック（最終版）の最終ドラフトが承認3される 

本調査時において、村落開発ハンドブック（第 2 版）の草稿は既に完成し、文法修正など最終

化作業をプロジェクトにより実施中であり、2014 年 5 月末の大臣署名をもって完成予定である。

よって、指標 1-1 はほぼ達成された。 

プロジェクトでは、パイロットフェーズ（2010 年 2 月～2011 年 4 月）4の後、村落開発ハンドブ

ックのための教訓を引き出すことを主目的として、MWP をカンビア県で 4 県、ポートロコ県で 2

件、計 12 件の MWP を以下のとおり実施してきた。 

 

表４－３ モデルワードプロジェクトフェーズ 1（2011 年 6 月～2012 年 5 月） 

No. ワード プロジェクト名 チーフダム 県 

1 124 
Construction of Children’s Welfare Jr. 
Secondary School in Katic Village, Thalan 
Section 

Masungbala 
カンビア 

2 129 
Construction of Community Health Post in Yebaya 
Village, Yebaya Section 

Tonko Limba 
同上 

3 135 
Construction of Rogberray Community Center, 
Rogberray village, Rogberray Section 

Gbinleh 
Dixon 

同上 

4 140 
Completion of Community Center, Kassirie Town, 
Kassirie Section 

Samu 
同上 

5 199 
Rehabilitation of UMC Primary School in Mamalikie 
Village, Mamalikie Section 

Masimera 
ポートロコ

6 200 
Construction of One DEC Primary School in Makera 
Village, Maconteh Section 

Masimera 
同上 
 

出所：CDCD プロジェクト 

                                                        
3 「承認される」とは、ハンドブックに MLGRD 大臣の署名がなされること。 
4 パイロットフェーズでは、全 32 ワードを対象に小規模の村落開発事業を実施し、キャパシティアセスメント結果を踏まえ、MWP
向けに 12 ワードを選出した。 
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表４－４ モデルワードプロジェクトフェーズ 2 (2012 年 6 月～2014 年 2 月) 

No. ワード プロジェクト名 チーフダム 県 

1 130 
Construction of Three Hand Pomp Water Wells at Malal, 
Pailap and Robombeh Village 

Magbema 
カンビア 

2 133 
Construction of a PHU staff quarter, Konta Village, Konta 
Section 

Bramaia 
同上 

3 139 
Construction of KDC Primary School, Thormoya Village, 
Kyehom Section 

Samu 
同上 

4 141 
Construction of Macoth Community Center, Macoth 
Village, Rowolon Section 

Mambolo 
同上 

5 177 
Construction of two seater toilets and one hand pomp 
water well, Foredugu Market in Foredugu Town 

Buya 
Romende 

ポートロコ

6 201 Construction of DEC Primary school in Katick Village Masunera 同上 
出所：CDCD プロジェクト 

 

村落開発ハンドブック開発のため抽出した MWP の教訓の例は以下のとおり。 

・事業実施においては、関係セクターの県事務所を巻き込み、円滑な事業運営や持続性を担保す

ることが重要である。 

・技術的な基準に基づいた能力や過去の実績をもとに作成された業者リストを用い、透明性、説

明責任の果たすことができる適切な施工業者を選定することが重要である。 

・WC、村落開発委員会、ユーザーグループ、ならびに施行業者は契約内容、設計、見積書（Bill 

of Quantity：BOQ）に関する情報を共有し、施工業者の業務範囲やコミュニティの住民に期待

される役割や貢献（日常的なモニタリングなど）に関し、理解することが重要である。 

 

（2）指標 1-2：2014 年 3 月までに県落開発ハンドブック（第 3 版）の最終ドラフトが承認される 

2012 年 7 月、PDM が現行の第 3 版に改訂されたのち、プロジェクトは事業進捗にかんがみ県

開発ハンドブックの第 2 版をプロジェクトが関与する最終版とした。本調査時において草稿は既

に完成し、文法修正など最終化作業をプロジェクトにより実施中であり、2014 年 5 月末の大臣署

名をもって完成予定である。 

よって、指標 1-2 はほぼ達成された。カンビア県、ポートロコ県において改修されたフィーダ

ー道路は図 4-1 に示すとおり。 
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出所：CDCD プロジェクト 

図４－１ 対象 2県の改修されたフィーダー道路5 
     

FRRP から県開発ハンドブック開発のため抽出された教訓の一部は以下のとおり。 

・選考基準に基づいた優先順位づけのためのフィーダー道路のリスト化は、公正な対象道路の選

定に有効である。 

・関係機関の実施体制の構築、責任の明確化が重要である。 

・日常的及び定期的な維持管理体制の明確化はコミュニティ、関係機関によるモニタリングを確

固たるものとする。 

                                                        
5 2010 年 9 月から 2014 年 6 月実施（予定含む） 
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プロジェクトは MWP、FRRP の実施から上述を例とした様々な教訓を引き出し、県・村落開発

ハンドブックに取りまとめ、改訂を繰り返しつつ“CDCD モデル”6 の開発を進めた。その過程

において、プロジェクトは全国規模で県／村落開発フォーラムを 3 回実施し、カンビア、ポート

ロコ県議会以外の全国 17 地方議会関係者、シエラレオネ道路局（Sierra Leone Road Authority：

SLRA）をはじめとした地域開発に関係の深い各セクター省及び県事務所、世界銀行（World Bank：

WB）、国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）等の他ドナーなど様々な

関係者の意見も幅広く取り入れた。上記開発フォーラムは県／村落ハンドブック開発の中核を担

うカンビア、ポートロコ県県議会職員のオーナーシップを高め、かつハンドブックの質的向上、

及び全国の地方議会関係者のための汎用性を高めるうえで大きな意義があった。 

プロジェクトではその終了前に第 4 回県／村落開発フォーラムを開催し、プロジェクトとして

最終版となる県／村落開発ハンドブック第 2 版を全国の地方議会及び関係機関へ配布する予定で

ある。 

 

アウトプット 2：カンビア県及びポートロコ県の県議会、チーフダム議会、ワード委員会の、

より効果的かつ効率的な県・村落開発管理にかかる能力が向上する 

 

（1）指標 2-1：2014 年 10 月までに研修受講者の X％がアクションプランを実行する  

2009 年の開始以降、プロジェクトでは MLGRD、カンビア、ポートロコ県を中心とした県議会

職員、WC メンバーに対し、様々な研修を実施してきた。（研修の詳細については ANNEX 6 を参

照） 

プロジェクトによる研修後のモニタリング対象としたカンビア、ポートロコ県議会職員 61 名の

研修受講者のうち、56 名がそれぞれ研修終了後にアクションプランを作成し、表 4-5 のとおり、

全員が同プランを実行した7。よって、研修受講者の 100％がアクションプランを実行したことに

より、指標 2-1 は達成したといえる。 

 

表４－５ アクションプランを実施した参加者の割合 

 アクションプランの存在 
（アクションプランの数） 

アクションプランの実施 
（職員数） 

カンビア県議会   20* 20（100％） 

ポートロコ県議会   36 36（100％） 

合計   56 56（100％） 

* 1 名の参加者はアクションプランを作成しなかったが、研修で得た技術を活用した。 

出所：CDCD プロジェクト 

 

MWP、FRRP を実施するうえで明確化された各担当官の不足した知識や技術を補完的な内容の

研修であったこと、アクションプランは MWP や FRRP において実行することを想定していたこ

とから、100％の研修参加者がプランを実行できたとのコメント8もあり、研修と MWP、FRRP が

連動していたことがうかがえる。なお、本プロジェクトにおける「研修フォローアップ」の位置

                                                        
6 CDCD モデルとは、「本プロジェクトにより構築してきた地域開発事業の運営手法」を指す。 
7 「研修フォローアップ」専門家業務完了報告書（2013 年 12 月） 
8 ポートロコ県議会人材育成担当官聞き取り 
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づけ、活動内容、プロジェクト目標達成への効果に関しては後述「5	－	1	－ 3（3）」のとおり。 

 

（2）指標 2-2：2014 年 10 月までに CLoGPAS の対象 2 県の順位が上がる 

地方行政業績総合評価システム（Comprehensive Local Government Performance Assessment 

System：CLoGPAS）は、地方分権化を推進する WB、国際通貨基金（International Monetary Fund：

IMF、英国国際開発省（Department for International Development：DfID、アジア開発銀行（Asian 

Development Bank：ADB）等のドナーの支援により、地方行政法（Local Government Act 2004）の

施行に伴い、地方行政組織を評価するフレームワークとして MLGRD において 2006 年より導入

されたものである。CLoGPAS で用いる評価指標は、①Minimum Conditions（MC）、②行政評価

（Performance Measurement：PM）及び③補足的なセクターごとの権限移譲、の 3 つの大きな柱

（Thematic Areas）によって構成されている9。 

本プロジェクトでは2012年7月中間レビュー調査時点において県議会職員の能力向上を測る指

標として CLoGPAS を用いる旨、第 4 回 JCC において合意され、PDM 第 3 版の指標 2-1 として設

置された10。 

本調査において、改めて CLoGPAS の内容を精査したところ、職員個人の能力向上を測る指標よ

りもむしろ、県議会の組織としての能力向上を測るうえで CLoGPAS はより有効であると確認され

た。よって、指標 2-1 からプロジェクト目標の定量指標の一つとしてカンビア県議会及びポートロ

コ県議会の順位を比較検討し、分析するものと合同評価チームにより判断された。 

 

（3）指標 2-3：県議会職員とワード委員会の業務向上における好事例 

MWP 及び FRRP の実施を通じ、県議会職員及びワード委員会メンバーの以下の事例とした様々

な能力向上が図られた。 

1）県議会職員 

・計画能力： 

プロジェクト開始前のカンビア、ポートロコ県ではシエラレオネ国内の他県と同様、道路改修

や各種の公的施設整備による潜在的受益者は改修対象候補となる道路や施設の選定プロセスに

必ずしも参加することはできなかった。プロジェクトによるオンザジョブ・トレーニング

（On-the-Job Training：OJT）を通じ、カンビア、ポートロコ県議会職員は開発計画をデータベー

スやニーズアセスメントに基づく地域住民のベーシック・ヒューマン・ニーズ（Basic Human 

Needs：BHN）や経済効果を考慮したうえで作成することができるようになった。 

・契約・実施能力： 

県議会職員はこれまで以上に契約関連の書類を注意深く確認し、契約業務及び契約に基づく事

業を実施することができるようになった。これにより、特に FRRP では事業期間が従来の平均 6

カ月間から 1.5 カ月間に短縮された。 

・モニタリング能力： 

県議会職員は以前より頻繁に事業実施地を訪問するようになり、フィーダー道路や施設建設／

改修の期間中、契約を順守しない施工業者が著しく減少した。また、県議会職員は頻繁に現場を

                                                        
9 Comprehensive Local Government Performance Assessment System (CLoGPAS)-2011, Monitoring & Evaluation Unit, MLGRD 
10 中間レビュー評価調査報告書（2012 年 7 月） 
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訪問するだけでなく、訪問記録を県議会内で共有することで、施工業者の責任感が醸成され、業

務の質向上につながった。 

・維持管理能力： 

プロジェクト開始前は、地域住民は改修された道路や施設の維持管理の必要性はおろか、維持

管理の概念さえもっていなかった。プロジェクトは MWP を通じ建設・改修した施設の維持管理

のための地域住民によるユーザーグループ形成を支援し、研修を実施、維持管理のための道具を

提供した。今やユーザーグループは維持管理を行う主たる当事者であり、例えばコミュニティ菜

園での作物栽培による収入を維持管理費に活かすといった活動も行うコミュニティも現れてい

る。 

FRRP に関しては、プロジェクトはコミュニティの住民主体の契約者（Community-Based 

Contractor：CBC）を住民から選出し、維持管理者として従事する仕組みを形成した。 

こうした MWP、FRRP の活動を通じ、カンビア県、ポートロコ県県議会職員はユーザーグル

ープの形成、CBC への技術的指導、住民の仕事のモニタリング、県議会への報告、評価等の業

務を実践しつつ、住民とともに進める地域開発事業の運営方法を習得した。 

2）ワード委員会（Ward Committee：WC） 

2012 年、WC はプロジェクトとともに初めて住民に対しニーズアセスメント調査を行い、WC

メンバーにとって住民のニーズに基づく地域計画策定の能力を向上させるきっかけとなった。そ

れ以降、WC は地域の情報収集や村落開発委員会（Village Development Committee：VDC 11）が

提出した住民からの要望事項の取りまとめを行い、MWP 対象案件の選定、施工時の住民参加の

呼びかけなどに貢献してきた。 WC は県議会とコミュニティをつなぐチャネルとして、地域事

業の計画、住民による施設維持管理活動の監督などの役割を県議会職員に代わり果たしている。 

他方、日本人専門家からは 2012 年 11 月の総選挙のあと、WC 委員が決まらないまま WMP の

工期を迎え、十分な OJT を行うことができなかった、とのコメントもあった12。 

 

アウトプット 3：県・村落開発モデルの全国普及システムが構築され、本省による関連法・ポリ

シーが改定される 

 

（1）指標 3-1：普及方法と頻度が決定する  

2012 年 11 月に実施した県／村落開発フォーラムにおいて、プロジェクトは MLGRD 主導で実

施される県／村落開発ハンドブックの活用に関するモニタリングや普及活動に関する大枠を確認

した。また、同フォーラムにおいて、ハンドブックの改訂に関する大まかな日程が発表された。

よって、指標 3-1 は達成された。 

（2）指標 3-2：年間普及計画が策定される   

MLGRD が主体となりハンドブックの普及計画が策定され、全地方議会により合意が図られた。

右事項が第 8 回実施協議会（Steering Committee）及び第 3 回 JCC にて報告され、指標 3-2 は達成

された。 

                                                        
11 Village Development Committee（VDC）は、村落開発調整政策（Rural Development Coordination Policy）に記載された、地域開発

のため住民により形成される組織。VDC は地域の開発事業のための要望を収集後、WC に提出し、住民による維持管理活動への

住民の取りまとめを行うなどの役割を有すると規定されている。本プロジェクトでも MWP 対象地域では VDC を形成してきたが、

日本人専門家の情報によれば他の地域では南部の一部地域を除き、VDC は形成されていない。 
12 日本人専門家インタビュー 
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アウトプット 3 の「本省による関連法・ポリシーの改定」は特にプロジェクト前半においてプ

ロジェクト活動を基にしたアドバイスが行われ、地方行政法改正案及び Chiefdom and Tribal 

Administration Policy 案が 2011 年に策定された。また、プロジェクトから提出したいくつかの提

案は村落開発（調整）政策に採択された。両案は MLGRD から 2012 年に閣議に提出されたこと

からプロジェクトの直接的支援から離れているが、カンビア県地域開発能力向上プロジェクト

（The Project for Capacity Development for Comprehensive District Development in the Northern Region 

of Sierra Leone：CDCD）モデルがほぼ構築された現状において、モデルの前提である同政策が閣

議承認されていない点が懸念材料として残されている。 

 

４－３ プロジェクト目標達成状況 

 

プロジェクト目標：カンビア、ポートロコ両県において、県・村落開発にかかる県議会とワー

ド委員会の体制と機能がより効率的・効果的に強化される 

 

指標：プロジェクト終了までに、カンビア県とポートロコ県の県議会とワード委員会による県／村落

開発事業が県／村落開発ハンドブックに示された体制と機能により行われる 

 

カンビア、ポートロコ県においてどの程度、またどのように県村落開発にかかる行政サービスがな

されたかを測るために、評価団は PDM に示された上記の定性指標と併せ、県議会の予算執行率やア

ウトプット 2 の指標として示されていた CLoGPAS の順位といった定量指標を用いることとした。 

評価団は以下 3 点の指標に関する情報を収集、分析した結果、現状においてプロジェクトはその目

標をおおむね達成した、と確認した。 

 

（1）CLoGPAS の結果 

2013 年度の CLoGPAS 暫定結果13より、全 19 地方議会中、カンビア県、ポートロコ県双方の県

議会の順位は、2011 年度と比して以下のとおり上昇していることが判明した。 

 

表４－６ CLoGPAS による順位比較 

年度 2011 2013 

カンビア県 5 位 3 位

ポートロコ県 3 位 2 位

出所：CLoGPAS（2011）、MLGRD 副大臣のインタビュー（2013） 

  

CLoGPAS におけるテーマ別の基準と各基準の中で示された指標のうち、7 種類の業績評価

（Performance Measurement：PM）指標の中でも特に 4 つの指標（透明性、計画システム、人材管

理、調達課の機能）が比較的本プロジェクトと関連が深いと考えられる14。カンビア県、ポート

ロコ県議会におけるこれら指標の合計数の推移は以下のとおりであり、両県の業績評価が上昇し

                                                        
13 CLoGPAS の結果は、各地方議会と MLGRD 間により締結される Performance Contract の実施状況が加味されて決定する。本調査

時は 2013 年度 CLoGPAS は政府内において集計中で一般には非公開であったが、MLGRD のご配慮により報告書への掲載が可能

となった。 
14 CLoGPAS 2011 年度版 
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たと評価されている。 

 

表４－７ カンビア県、ポートロコ県議会における業績評価の点数比較 

年度 2011 2013 

カンビア県 48 62

ポートロコ県 49 62

出所：CLoGPAS（2011）、MLGRD 副大臣のインタビュー（2013） 

 

（2）カンビア県、ポートロコ県議会の予算執行率の変化 

評価団はカンビア県、ポートロコ県議会の予算、執行額、執行率を 2008 年（プロジェクト前）

と 2013 年度で比較したところ、以下の表 4-8 のとおり、両県議会とも執行率が上昇したことを確

認した。このことから、両県とも予算執行面からの組織的な能力向上を見て取れる。 

 

表４－８ 予算、執行額及び執行率の変化（ポートロコ県議会） 

（000’レオン） 

 2008 年度（ベースライン） 2013 年度 

MLGRD からの予算額 3,991 13,717*

（うち、ドナーからの支援） N/A N/A

執行額 3,371 12,132

執行率（%） 84.5 88.4

＊予算額が大幅に伸びたのは予算費目の増加によるもの。 

出所：ポートロコ県議会 

 

表４－９ 予算、執行額及び執行率の変化（カンビア県議会） 

（000’レオン） 

 2008 年度（ベースライン） 2013 年度 

MLGRD からの予算額 3,163 4,774

（うち、ドナーからの支援） （329.3） N/A

執行額 2,689 4,595

執行率（%） 85.0 96.3

出所：カンビア県議会 

  

中央政府からの予算額の内訳は表 4-10 で示すとおり、行政補助金、権限移譲補助金、地方開発

補助金に分かれる。全体の予算額のうち、地方議会による開発プロジェクトの資金として交付さ

れる地方開発補助金は 2009 年、2013 年とも 10％前後、2010 年度から地方開発補助金の中の道路

特定財源の廃止に伴い設立された、道路維持基金からの資金は 2013 年度のポートロコ県で 23％

程度である。このことから、予算の執行率は高くとも、実際に開発予算に使用できる金額はプロ

ジェクト開始前も現状でも著しく低いと推察される。 
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表４－10 カンビア県、ポートロコ県の補助金の構成（2009 年度） 

(%) (%)
304 7.8 418.0 6.5

ワード委員会
保健 1,012 26.1 2,129 33.3

教育 1,486 38.3 2,440 38.2

農業 514 13.3 679 10.6

廃棄物管理 57 1.5 88 1.4

地方給水 78 2.0 91 1.4

その他 59 1.5 85 1.3

小計 3,205 82.6 5,512 86.3

369 9.5 458 7.2

3,878 100.0 6,388 100.0

項目
予算額

(百万SLL)

行政補助金

権限移譲
補助金

カンビア ポートロコ

地方開発補助金
道路維持基金
DSDP/RCHP
合計  
出所：CDCD プロジェクトによる取りまとめ 

 

表４－11 カンビア県、ポートロコ県の補助金の構成（2013 年度） 

(%) (%)
447.3 5 480.3 3

ワード委員会 - -　

保健 1,708.70 3,028.90

教育 443.1 2,416

農業 1,020 1,351.80

地方給水 72.7 291.2

社会福祉 193.5 100.8

その他 251.1 235.3

小計 3,205 37 7,904.80 50

- 1,671 11

- 3,612 23

3,952 46 1,879 12

8,550 15,889合計

行政補助金

権限移譲
補助金

地方開発補助金
道路維持基金
DSDP/RCHP

項目
予算額

(百万SLL)
カンビア ポートロコ

 
出所：CDCD プロジェクトによる取りまとめ 

 

（3）県議会職員の能力向上と課題 

プロジェクト目標の定性指標として示された「カンビア県とポートロコ県の県議会とワード委

員会による県／村落開発事業が、県／村落開発ハンドブックに示された体制と機能により行われ

た」事例は以下のとおり。全体としては能力向上は図られたものの、一部の職員には改善の余地

も残されている。 

1）目標達成状況 

・ハンドブックで示された事業プロセスに基づき、県議会職員は WC が取りまとめた事業の優

先順位を考慮に入れた年間開発計画を策定している。 
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・県議会職員は施工業者リストを作成し、適切な業者選定を行うようになった。こうした選定プ

ロセスにより施工期間を大幅に短縮し県議会職員の業務の効率化に役立っている。 

・県議会職員は住民のニーズに基づく道路の選定基準と経済効果に基づく選定基準を分けて設定

したうえで改修対象道路の選定を行うようになった。こうしたきめ細かな選定は県開発ハンド

ブックに記載されているものである。 

・県開発ハンドブックに示されたとおり、県議会職員は関係セクターの県事務所（SLRA 等）と月

例会議を開催し、情報共有を図っている。 

・村落／県ハンドブックにおいて示された関係者間の繋がり（県議会職員―県議会、県議会－WC、

WC－セクションチーフ／パラマウントチーフ15など）の強化がプロジェクト開始以前よりも顕

著に図られた。 

2）課題 

・プロジェクトは県議会による開発事業を計画から維持管理まで支援し、地域開発モデルの構築

につなげてきたが、県議会職員の一部には計画策定や施工業者との契約業務において改善の

余地が見られる。 

・現場視察や会議記録、情報共有といった基本的な業務がいまだ十分に行うことができない職員

も一部にみられる16。 

・県議会職員の多くはプロジェクトで開発してきた CDCD モデル（県／村落開発ハンドブック）

の内容を理解し、日常業務に活かしている。他方、現場でなんらかの問題や困難が生じた際、

自らで解決方法を見出し行動するための経験が不足している。 

 

４－４ 上位目標達成の見込み 

 

上位目標：シエラレオネ全県において、県・村落開発にかかる体制と機能がより効率的・効果

的に強化される 

 

指標：プロジェクト終了から 3 年程度後までに、全国の県議会とワード委員会による県／村落開発事

業が県／村落開発ハンドブックに示された体制と機能により行われる 

 

（1）上位目標の達成見込み 

MLGRD は下記で示すとおり、プロジェクトで開発した県／村落開発モデル（ハンドブック）

をプロジェクトの支援を受けつつも主体的に普及させるべく以下の活動を実施している。このこ

とから、上位目標の指標はある程度達成されると見込まれている。 

・2012 年 5 月の第 2 回全国開発フォーラムにおいて県／村落開発ハンドブック（第 1 版）が全地

方議会に配布された。この機会が CDCD モデルの全国普及の第一歩となった。 

・MLGRD は 2013 年 7 月にカンビア、ポートロコ県を除くシエラレオネ北部地域、2013 年 8 月に

北部以外の地域において、県／村落開発ハンドブックの改訂・使用に関する調査を実施した。同

調査結果によると北部地域とそれ以外の地域でハンドブックの理解、使用に関し差異があること

                                                        
15 パラマウントチーフは伝統的な地域区分であるチーフダム（Chiefdom）の長。ワード（Ward）は地方自治行政における最少単位

であり、チーフダムの中に複数存在する。 
16 県議会職員の異動は頻繁に行われている。担当官として配置されてから 1 年に満たない県職員もおり、プロジェクト活動に十分

参加した職員ばかりではないことも、各自の能力が十分向上していない理由の 1 つとして挙げられる。 
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が判明した。北部地域では既にプロジェクトの研修などの活動に参加し、ハンドブックを活用し

た事業運営の経験のある県議会職員もいる反面、北部地域以外ではそうした経験をもつ職員がい

ないことも影響していると推察されている。また、予算措置に関するプロセスがハンドブックに

は記載されていない、とのコメントも調査結果から得られている。 

・第 3 回県／村落開発フォーラム（2013 年 11 月）ではプロジェクトはハンドブックの改訂ポイン

トを全地方議会及び関係機関に提示し、普及にかかる組織体制を構築した。 

・MLGRD は ANNEX 7 に示した普及、モニタリング戦略及び日程（図 4-2）を作成し、これに基

づき全国規模で関連活動を開始している。 

 

図４－２ 県／村落開発ハンドブック普及スケジュール 

 
出所：MLGRD 

 

他の地方議会による特徴的なハンドブック活用例として、マケニ市が実施した「市長と語ろう」

がある。マケニ市は市長と住民代表が直接対話する機会を設け、同市の開発計画に役立てている。

こうした取り組みは、県／村落開発ハンドブックに紹介されていた「住民のニーズを掴み、地域

の開発計画策定に活かす」事業計画のプロセスを応用し実施されたものである。 

上記活動に加え、本調査では、MLGRD はハンドブックの効果的な普及に向けて、予算及び具

体的な部署と人員を明確化し、他ドナーとの協働内容を示した中期目標（3 カ年程度）を作成す

る必要もあると本調査において関係者間で認識が共有された。 

 

（2）上位目標達成のための外部条件 

現行 PDM には、上位目標達成のための外部条件として法・政策面、予算面の維持に関する 2

点が挙げられている。 

1）シエラレオネ政府は今後も地方分権化政策を維持していくと見込まれている一方で、地方自治

法（2004）の改正法案は閣議及び議会の承認は得られておらず、また村落開発調整政策もいま

だ MLGRD 内再検討中17で、閣議承認は本調査時においてなされていない。関連法・政策的支

                                                        
17 MLGRD によれば、本政策案ではパラマウントチーフが WC 議長と定められ、現在の WC 議長職を担う議員（Councilor）からの

反発があり省内での調整が長引いている、とのこと。 
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援が得られない状況が続けば、将来、全国規模での県／村落ハンドブックの円滑な普及の阻害

要因となりえると危惧されている。 

2）予算に関しては、本来、地域開発事業に必要な予算は各県議会へ毎年配布されて然るべきであ

る。また、プロジェクトで構築した地方開発事業運営の手法は広範なニーズアセスメントや頻

繁なモニタリングなど、県議会にとって一層の人材、資金を必要とする。前述（4 － 3 （2））

で示したとおり、シエラレオネ政府予算が限られている状況において、そうした現場のニーズ

に基づく丁寧な事業運営の手法をプロジェクト終了後も他地域の地方議会に普及し、効果・効

率的に地域開発事業を実施するためには、地方議会向けの政府からの補助金はもとより、自己

歳入の改善、他ドナーからの支援が更に必要であると見られている。 

 

４－５ 実施プロセス 

４－５－１ 意思決定とモニタリングのメカニズム 

プロジェクトの最高意思決定機関である JCC はプロジェクト・ディレクターである副大臣を議

長にこれまでに 4 回開催され、プロジェクトの活動進捗及びアウトプット達成状況と次期活動計画

内容の確認・承認等の機能を担ってきた。また、本調査の報告が第 5 回 JCC 会合（2014 年 5 月 16

日）でなされ、ミニッツに署名がなされた。 

 

４－５－２ 実施運営委員会（Steering Committee：SC） 

県議会議長を議長とする SC はこれまで 8 回開催され、プロジェクト活動の詳細な進捗が確認、

承認されてきた。第 9 回 SC は 2014 年 5 月 8 日に実施され、日本人専門家や県議会職員の活動報

告、ハンドブックの改訂、普及計画や関連活動の進捗報告がなされた。 

 

４－５－３ 運営指導調査 

JICA ではこれまで 2 回の運営指導調査を行い、プロジェクトのモニタリングや事業運営に関し

提言・指導を行ってきた。 

1 回目：2011 年 5 月、運営指導調査結果を受け、①PDM の変更、②MWP 及び FRRP のコンセプト

に関する合意、③ハンドブックのコンセプトに関する合意、の 3 点が了承された。 

2 回目：2014 年 4 月に MLGRD と JICA 間でハンドブックの普及計画を策定すること、②技術的な

評価のための準備を進めることの 2 点について同意した。 

 

４－５－４ プロジェクト関係者間のコミュニケーション 

 評価団は日本人専門家、MLGRD 内のプロジェクトディレクター、マネージャー、対象 2県の県議会

職員、WC メンバーなど関係者間のコミュニケーションは全体として取れていたことを確認した。一

方、プロジェクトの体制としてチームリーダーが首都、各分野専門家が地方宿舎に滞在していたこと

からカンビア、ポートロコ県議会の C/P とチームリーダー間で緊密なコミュニケーションがとれてい

たとは必ずしも言い難い。 

 

４－５－５ 「研修フォローアップ」活動について 

プロジェクトの前半は各種研修が実施され、後半では①研修効果発現状況が把握と整理、②フォ

ローアップ体制強化、③研修成果の定着と改善のための「研修フォローアップ」専門家が派遣され
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た。同専門家はモニタリングを対象とする研修を選定し（8 種類）、研修毎にその成果を調査した。

また、本プロジェクトで導入した研修受講者によるアクションプラン作成は県議会職員にとって未

知のものであったことから、主席行政官（Chief Administrator：CA）、副主席行政官（Deputy Chief 

Administrator：DCA）、ユニット責任者、人事官（Human Resource Officer：HRO）がプロジェクト

後も指導できるよう、「アクションプラン作成ガイドライン」が専門家を主体に作成された。 

さらに、研修受講者によるアクションプランの実践をモニタリングする中で、適切にアクション

プランンが実行に移されているか評価する手段と指標の設定や業績評価もHRO向けOJTとして行

われ、研修フォローアップの徹底が図られた。 

これら活動の結果、HRO は研修計画から実施、モニタリング、業績評価までが自身の業務であ

ると自覚し、2013 年 11 月の県／村落開発フォーラムでも活動に関する発表を行った。また、本調

査においてもカンビア、ポートロコ県議会 HRO はアクションプランのモニタリングを徹底させた

ことが 100％の実施率につながったこと、研修履歴を作成更新するようになったこと、研修ニーズ

アセスメントを踏まえたうえで研修計画を策定するようになったことなど、HRO 自身の能力向上

への貢献が報告されている18。他方、研修フォローアップに関する活動が MWP、FRRP の計画から

維持管理に至るまでの県議会職員の能力向上にどのように貢献したか、またハンドブックの改訂と

研修フォローアップ活動との関連を具体的に把握することはできず、アウトプット達成への貢献が

具体的になされたとは言い難い。また、インタビューの結果、アクションプラン作成ガイドライン

や評価用フォーマットが HRO に定着したとは考えにくく、研修フォローアップ活動の持続性も限

定的であると言わざるを得ない。 

 

４－６ 中間レビュー調査時の提言への対応 

2012 年 7 月に実施された中間レビュー調査の結果、協力期間後半のプロジェクト活動の円滑な実

施に向け、技術的側面及び運営管理に関する 12 事項の提言や留意点が提示された。評価団はプロジ

ェクトがそれらの提言や留意点に対応するために概ね取り組んできたことを確認した。また、こうし

た対応は県議会職員やワード委員会メンバーの能力向上、関係者間の連携強化に直接的に大きく寄与

したといえる。他方、財務省等に対する MLGRD の対応は明確な回答を得られず、予算関連に関す

る提言を改めて行うこととなった。（各提言・留意点とプロジェクトの対応に関する詳細については、

ANNEX 8 を参照）。 

                                                        
18 カンビア、ポートロコ県議会 HRO インタビュー 
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第５章 評価調査結果 

５－１ 評価 5項目による評価結果 

５－１－１ 妥当性 

以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は「高い」と評価された。 

 

（1）シエラレオネ政府の法律、政策との合致 

プロジェクトの目標、デザイン、活動はシエラレオネの開発にかかる優先順位と整合性が高

い。2012 年のコロマ大統領の再選に伴い発表された繁栄のためのアジェンダ（Agenda For 

Prosperity：A4P、2013-2017）では、地方分権化を進めるうえでの地方行政におけるガバナンス

の強化に重点が置かれている。また A4P は地方の経済活性化も目指しているが、プロジェクト

で推進してきた FRRP は地域の市場へのアクセス向上を果たし、政策との合致が見られる。ま

た、当初より本プロジェクトの構成は地方自治法（2004）に規定された県議会、WC の機能、

役割、CA の役割、チーフダムとの関係等に基づいており、地方自治の根幹である法律との整

合性は高い。さらに、MWP は村落開発調整政策（Rural Development Coordination Policy：RDCP）

で示した地方開発の方向性を現場で実証するものとしての位置づけである。特に、RDCPはVDC

の役割を政策的に規定した唯一の政策文書であり、その法案確定及び承認が待たれている。 

また、県／村落ハンドブックの改訂、普及活動は MLGRD と大統領間で締結される業務契約

（Performance Contract）内に示された進捗表（Tracking Table）に含まれている。このことから

も本プロジェクトが MLGRD の活動の一部として扱われ、政策と合致しているといえる。 

 

（2）日本の開発援助政策との整合性 

我が国の対シエラレオネ国別援助方針（2012）では、基本方針として開発の進展に向けた経

済的人的基盤の形成に貢献するとし、なかでも人的基盤整備強化において、地方政府も含めた

行政サービスの向上に資する能力強化支援を謳っている。また事業展開計画（2012）において

本プロジェクトは行政能力向上プログラムの一環としての位置づけであり、中央政府と地方政

府行政官の能力強化を通じた行政サービスの向上に取り組んでいる。 

 

（3） 受益者ニーズとの整合性 

プロジェクトの目標である「県議会とワード委員会による県／村落開発事業が県/村落開発ハ

ンドブックに示された体制と機能により行われること」は、シオラレオネ社会の中央省レベル

からコミュニティに至る各層のニーズに沿ったものである。 

MLGRD は地方分権化政策を推進するうえで、住民を中心とした村落開発を強く希求してき

た。MLGRD は地方行政法を制定し、RDCP を策定する一方で、プロジェクト以前はそうした

法律や政策を県議会の管理のもと、現場で適用していく具体的な方策を持ち得ていなかった。

開発事業の重複を避け、事業による便益を維持させるための開発モデルを MLGRD は必要とし、

本プロジェクトは県議会及び地域の住民とともにそうしたモデルを構築してきたのである。か

かる意味において、プロジェクトは MLGRD の開発ニーズに適合している。 

県議会の使命は地域住民に対し清潔な水、保健ポストや学校の設置、フィーダー道路の整備

等の行政サービスを提供するものである。プロジェクトはこうした行政サービス事業の計画か
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らモニタリング・維持管理まで住民を巻き込んだ実証事業を基に CDCD モデルを構築した。同

モデルは県議会にとって革新的でありつつも公正でかつ透明性や持続性を担保しており、対象

2 県議会のみならず全地方議会や地域住民から認められているのである。 

プロジェクトから県議会職員に提供された各種研修は各職員の委任事項（Terms of 

Reference：TOR）に即したものであり、日常業務に必要な能力を向上させるために役立つ技術、

知識であると感謝されている19。 

住民の代表である WC は住民の声を取りまとめ県議会に伝える役目を担っている。プロジェ

クト開始後は、開発スピードが著しく加速し、住民の声が行政まで届くと実感しており、彼ら

の所属地域の人々のために望んでいたことである、とのコメントが聞かれた20。 

地域住民にとっては清潔な飲み水、改修されたフィーダー道路、学校、コミュニティセンタ

ーはすべて日常生活に最も欠かせないものである。プロジェクトは人々の願いが開発事業とな

るための体制を構築した。住民は単に受益者ではなく、改修された道路や施設の維持管理を行

う主体者となった。こうした取り組みは地域にとって革新的なものであるが対象地域の住民か

らは高く評価されている。 

 

（4）プロジェクト・デザインの適切性 

本プロジェクトは 2 つの県議会における地域開発事業の改善を目標としつつ、将来的な成果

普及を念頭に、アウトプット 1 で普及すべきモデルを開発し、アウトプット 2 でパイロットか

つ普及における中心となり得る 2 つの県議会職員を育成し、普及の準備が整うことをアウトプ

ット 3 の目標としている。全アウトプットの達成をもってプロジェクト目標を達成する通常の

PDM の論理構成とは異なるが、モデルの全国普及を当初から目指す本プロジェクトの構成によ

り各アウトプットの活動は相互に関連し、またプロジェクト終了後の持続性を強く意識した本

プロジェクトのアプローチは現在でも妥当であると考えられる。 

 

５－１－２ 有効性 

以下の要素から、本プロジェクトの目標はおおむね達成されたと判断されることから、有効性は

「高い」と評価された。 

 

（1）プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標は「カンビア県、ポートロコ県県議会とワード委員会による県／村落開発事

業が、県／村落開発ハンドブックに示された体制と機能により行われること」であり、前述「4	－	

3」のとおり、本調査時点においてほぼ達成されたと評価団により判断された。それと同時に、

一部の県議会職員や WC に基礎的な業務推進、問題解決能力等、課題も残されている。 

 

（2）プロジェクト目標達成に対する成果の貢献度 

アウトプット１と 2 達成のための活動を通じ、プロジェクトは開発モデルを構築し県議会職

員の能力向上を図ってきた。アウトプット 3 はプロジェクト目標達成よりもむしろ、上位目標

達成のための準備として設置され、MLGRD が主体となって進めているものである。同時に、

                                                        
19 県議会職員へのインタビュー 
20 カンビア、ポートロコ両県の対象 WC の議長へのインタビュー 
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県／村落開発フォーラムの開催を通じ MLGRD、カンビア、ポートロコ県議会職員のハンドブ

ックに対するオーナーシップは高まり、各職場におけるハンドブック活用を推進するうえでも

効果的であったといえる。 

 

（3）プロジェクトの有効性に対する貢献要因 

・地方分権化のプロセスの一環として、かつ MLGRD の開発政策の実現に向け MLGRD が強い

オーナーシップとリーダーシップを発揮した。 

・県／村落開発ハンドブックの改訂を通じ、MLGRD と県議会が地方の状況を共有し、コミュ

ニケーションが強化された。MLGRD からの支援を受けたことで県議会職員は現場において

自信をもってハンドブックの開発及び同ハンドブックに示されたとおりの事業運営を進める

ことができている。 

・県議会と関係セクター事務所、特にフィーダー道路改修における県議会と SLRA 県事務所の

技官との連携体制が強化され技術的支援を県議会職員が受けやすくなった。 

・地域の伝統的な関係者（パラマンウトチーフなど）からの支援は住民の動員を図る際に大き

く貢献した。 

 

（4）プロジェクトの有効性に対する阻害要因 

・計画時から他ドナーとの連携は考慮されており、会議への招待や日常的な情報交換を通して

理解促進をはかってきた。しかし、他ドナーは各自の地域開発事業の実施に関するそれぞれ

のモダリティを保有しており、現状においては本プロジェクトで構築した CDCD モデルを強

要することはできない。本プロジェクト以外の通常の開発事業においては、県議会職員は活

用しているとの声が大半であるものの法的な強制力をもった必須の手法ではなく、活用には

限界がある。 

・県職員の異動が頻繁に起きており、プロジェクトの実施期間をフルに活用し組織的な能力向

上を測るのは困難な状況である。 

 

５－１－３ 効率性 

以下の理由から、本プロジェクトの効率性は「やや低い」と判断された。特に、以下（2）で示

した資機材の盗難が大きく評価結果に影響を及ぼした。 

 

（1）専門家の投入 

日本人専門家の投入については、派遣時期、専門分野ともにおおむね適切であり、プロジェ

クト期間中、その活動において十分に専門性が発揮された。他方、調達や入札作成時の設計・

積算の短期専門家の投入があれば、より正確な技術移転ができたのではとの指摘も一部専門家

からなされた21。 

  

（2）資機材の投入 

PC、車両、事務機器、機材類等、プロジェクトから県議会、WC へ資機材が予定通り供与さ

                                                        
21 日本人専門家への質問票回答 
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れ、おおむね適切に使われている。なかでもカンビア、ポートロコ県議会に供与されたクレー

ン付きトラックは雨期の工事の効率化を図るうえで大きな役割を果たしている。また、トラッ

クを外部へ貸し出すことで維持費を捻出しようと試みている両県議会の努力も見られた。FRRP

での改修工事は他ドナーの類似事業（WB 支援による Rural & Private Sector Development Project, 

2008-2015 など）と比較すると低価格であり、プロジェクトが開発した手法は価格面からも効

率的であるとのコメントも得た22。 

一方、本調査期間中に、一部の県議会において日本側が供与したバイク、ハードディスクな

どの資機材が盗難に遭いいまだ戻っていないとの報告を受けた（供与機材リストの使用状況詳

細は ANNEX 5 参照）。資機材の管理が適切になされなかったことが原因とされている。 

 

（3）研 修 

ANNEX 6 で示したとおり、プロジェクトは様々な研修を MLGRD 職員、県議会職員、WC メ

ンバーに対して実施してきた23。また研修にはパイロットプロジェクト、MWP、FRRP を通じ

た OJT も含まれており、総勢 177 名が研修に参加した。研修カリキュラムは各分野の県議会職

員の TOR に沿って組まれており、研修受講者は全員研修終了後に作成したアクションプランを

実行した。一方で、かかる研修活動は行われたものの、研修後のフォローアップ活動が MWP、

FRRP の質の向上、ハンドブックへの教訓の反映、普及への貢献の観点から明確な効果を測る

ことは困難であった。 

 

（4）シエラレオネ側投入 

MLGRD 本省及び各県の県議会からの C/P は計画通りに配置され、異動があった際は速やか

に新しい職員の配置がなされた。また今後異動がなされても電話などで柔軟に新人のハンドブ

ック利用に対応できるとのコメントが大半であった。 

他方、一部署に一担当しか配置されておらず、他ドナーによる研修やワークショップに参加

するため不在となり本プロジェクトとの調整が困難となる状況も散見された。 

 

（5）外部条件 

2012 年の総選挙の結果、プロジェクト対象地域の大半の WC 議長は新しい議員（Councilor）

に交代した。プロジェクトは新人議員に対し再び関係性を構築しプロジェクトの理解を促進す

る必要があったが、想定の範囲内であり、プロジェクトの円滑な実施に対して影響は大きくな

かった。一方で WC メンバーの OJT を通じた能力向上には影響を及ぼした、とのコメントも確

認された。 

 

５－１－４ インパクト 

本プロジェクトの県／村落ハンドブック開発のための活動として実施された MWP、FRRP の結

果生じた様々な住民の生活への影響をプロジェクト全体からプロジェクト外部へのインパクトと

して測るべきか評価団で検討した。結果として、様々なプラスのインパクトは本プロジェクトによ

                                                        
22 県議会職員へのインタビュー 
23 県議会における研修体制は人事官（HRO）が年間計画を作成し、主席行政官（CA）の判断のもと、対象職員を研修に派遣する。

研修受講者はアクションプランを事前に作成し、研修終了後 HRO が報告書を基に研修履歴を更新する。 
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り構築してきた地域開発事業の運営手法（CDCD モデル）の有効性を証明する事象であるとともに、

インパクトとしても捉えると判断された。他方、本プロジェクトの本来の目的は県議会職員、WC

職員の能力向上であり、建物建設やフィーダー道路改修事業ではないことから、数々のプラスのイ

ンパクトが確認されても、評価結果に加点するには至らない、との判断も同時になされた。 

上記判断及び以下の理由から、本プロジェクトのインパクトは「中程度」と判断された。 

 

（1）上位目標の達成見込み  

プロジェクトの上位目標は「全国の県議会とワード委員会による県／村落開発事業が、県／

村落開発ハンドブックに示された体制と機能により行われる」ことである。前章で論じたとお

り、MLGRD はハンドブックの普及システムを主体的に構築し、他の地方議会によるハンドブ

ック活用に関しモニタリング調査を既に開始している。また、2013 年 11 月の第 3 回県／村落

開発フォーラムでハンドブックの改訂に全地方議会、関係セクター省及び県事務所、他ドナー

を巻き込んだことは特筆すべきである。本調査期間中もプロジェクトと Local Economic 

Development Programme （UNDP）や Decentralization Secretariat （DecSec）による Decentralization 

Service Deliverly Programme（DSDP、WB 支援）フェーズ 2 との連携が確認された。 

一方で、MLGRD には普及活動を担う部署、人員やその具体的な役割や責任範囲を明確化す

ることが望まれる。また、普及・改訂活動を確実に実施しつつ、ハンドブックを全国統一版と

していくのかモデルの確立に関する方向性を見出し、予算面の確保がなされる必要もある。 

 

（2）上位目標達成見込み以外のポジティブ・インパクト 

プロジェクトによる FRRP のインパクト調査、本終了時調査にて得られたインパクト関連情

報は以下のとおり。 

1）フィーダー道路改修事業のインパクト 

プロジェクトでは FRRP に関するインパクト調査を実施した結果、表 5-1 のとおり交通、マ

ーケット、学校、医療機関等様々なインパクトが現れている。 

 

表５－１ フィーダー道路改修による対象地域におけるインパクト（例） 

項目 プロジェクト開始前 プロジェクト開始後 

交通手段（％）*1 徒歩（60）、バイク（30） バイク（69）、徒歩（20） 

移動時間（分） 53 21 

交通費（レオン）*2 25,000 4,000 

商品購入頻度（頻度、日数） 21 12 

児童数（人） 183 245 

薬の入手度合（毎日、％） 0 91 

*1：パーセントや数値はカンビア、ポートロコ県の対象地での調査から得られた数値の平均値である。 

*2：終了時評価調査での聞き取り。 

出所：CDCD プロジェクトによる取りまとめ。 

 

2）FRRP による外部組織へのインパクト 

プロジェクトによる維持管理に関する OJT の結果、2013 年カンビア、ポートロコ両県議会
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は住民によるフィーダー道路の維持管理を支援する国連世界食糧計画（World Food 

Programme：WFP）支援の Food for Work プログラムに申請した。週 2 回の維持間活動など住

民の積極的な姿勢が WFP の評価につながり、申請が受理された24。また、道路維持管理基金

（Road Maintenance Fund Administration：RMFA）25もカンビア、ポートロコ両県議会から提出

された申請書の内容が適切であったことから、申請額の 100％26を承認した。 

シエラレオネでは道路の 80％がフィーダー道路であり、県議会が適切に維持管理できれば

ほぼ全土の道路が整備されるに等しい27。また、本プロジェクトで導入した効率性の高いフィ

ーダー道路の改修事業の計画から維持管理にかかる手法が各地方議会に定着すれば、開発事業

費の支出抑制効果に繋がると期待されている28。 

3）MWP のインパクト 

教育省はプロジェクトで建設した小学校を正規の「学校」と承認し、机や椅子の供与、教師

の派遣とともに、補助金を 1 児童当たり 5,000 レオンを補助することとなった。また地域に新

たに学校ができたことで、これまでは遠くの学校に通っていた女子児童が近所の学校に通学で

きるようになり、安全が確保された。 

保健所の建設により、保健省は薬や助産婦の配置を行うようになった。プロジェクトはまた、

保健所のそばに保健員用の宿舎を建設したことで常駐が可能となり、夜間の急患にも対応が可

能となった。 

コミュニティの人々にとって集会所は社交の場であり会議や結婚式を行う場である。こうし

た場所ができたことで地域の人々が気軽に集える場所が生まれた。ユーザーグループは維持管

理を自らできるようになるため使用料を徴収するなど工夫している。 

プロジェクトで設置した井戸から出る飲み水はこれまでの川の水と違い清潔である。手押し

ポンプの設置以来、下痢などの子供の病気が減り、住民の健康が確保されている。住民は自ら

の資金で井戸の周りに壁を設置し、清掃を丁寧に行い、水質を保つ努力を払っている。 

4）課題別研修のインパクト 

本プロジェクトの C/P で、カンビア県議会・開発計画担当者が課題別研修「地域開発計画

管理」に参加し、包括的かつ実施可能性を重視した地域開発計画立案・実施管理の手法を学び、

恒常的に不足している地域開発財源確保を目的とした固定資産税徴収のための台帳作成

（Cadasters System）調査のアクションプランを作成した。同アクションプランは JICA シエラ

レオネフィールド事務所のフォローアップ事業として採択された。 

さらに、カンビア県議会からもアクションプラン実施用の予算が捻出され、また UNDP か

らも機材支援を受けることが財務省との協議の中でも合意された。この調査により同県議会に

よる税収の伸びが期待されている。 

 

（3）ネガティブインパクト 

FRRP のネガティブインパクトとして道路状況が改善したことで車両のスピードが上がり、

                                                        
24 WFP、県議会職員インタビュー 
25 RFM は様々な国で実施されているが、シエラレオネでは The Road Maintenance Fund Administration Act (2010) に基づくフィーダ

ー道路の維持管理に対する資金供与システムとして確立された。その後、National Rural Feeder Road Policy(2011) に基づき、村落

のフィーダー道路の維持管理を管轄する地方議会に対し資金を提供している。 
26 カンビア県：361,055,400 レオン、ポートロコ県：600,000,000 レオン（ともに 2013 年度） 
27 SLRA 県事務所エンジニアのコメント 
28 県議会職員のコメント 
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動物がひかれて事故を起こす、若者が職を求めて町へ流出するといった点がインパクト調査に

て報告されたが、本プロジェクト全体としての大きなネガティブインパクトは確認されなかっ

た。 

 

５－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は以下の理由から「やや低い」と判断された。 

 

（1）法律・政策面 

MLGRD は A4P のもと、戦略計画ドラフト（2014-2016）において地方分権化政策を維持する

と表明し、地域開発プロセスにおける住民やコミュニティのエンパワメントを目指している。

同戦略計画では、全国地方議会におけるハンドブック活用とそのモニタリング、改訂に関する

調整が MLGRD の果たす役割の 1 つとして挙げられており、本プロジェクトの政策的支援は明

確になされている。また、本調査中に副大臣から得られた、将来的には CDCD モデルの政策化

まで視野に入れているとの発言は、同省におけるハンドブックの将来的な位置づけの可能性を

探るうえでも注目に値する。 

地方行政法（2004）及び RDCP にプロジェクトは合致している一方で、双方とも改正案は閣

議及び議会での承認を、RDCP は省内での再調整及び閣議承認を待つ状況が続いている。これ

ら法案及び政策の承認の遅延が続くと、今後地方議会にプロジェクトで構築した地方開発に関

するモデルを普及するうえで障害となり得ると危惧される。特に RDCP において VDC の役割

や責任が明記されており、政策的裏づけが全国レベルでの普及を進めるうえで重要であると

MLGRD、日本側双方の関係者で認識が共有されている。 

  

（2）組織・財政面 

MLGRD は県／村落ハンドブック改訂委員会を設置し、カンビア、ポートロコ県議会以外の

地方議会においてハンドブックの活用インパクト調査やモニタリングを実施している。同委員

会は普及員会としてハンドブックの更なる普及のための推進母体となる29。また、MLGRD は今

後ハンドブックの活用していくうえでなんらかの問題を抱えた非対象県議会職員に対しては簡

易研修を提供する予定でもある。こうした計画はあるが、MLGRD、カンビア、ポートロコ県

議会ともに組織的に人材不足であることは否めない。 

MLGRD の戦略計画ドラフト（2014-2016）に普及にかかる 2015 年度、2016 年度の予算は明

記されていないが、MLGRD は 2014 年度の活動を基に、2015 年度にハンドブックの活用モニ

タリングや改訂ポイントの明確化を進めるため必要な予算を配分できるよう対応する予定であ

る。 

シエラレオネ政府からの開発事業向け予算はきわめて限られ30、特に多くの資金を必要とす

るフィーダー道路の改修は SLRA の管轄でドナーのプロジェクトに頼っている。本プロジェク

トで実施した活動のプロジェクト終了後に想定される予算源は表 5-2 のとおりおおむね分類で

                                                        
29 MLGRD は将来的には県／村落開発ハンドブックの普及・活用を省内で担う部署は Department of Rural Development （村落開発

局）であるが、同局の人材不足を解消することが先決との認識である。 
30 予算書に記載された時期、金額どおりに県議会に予算が振り込まれない、振り込まれた予算を利用するにも CA 不在により許可

が下りない、といった問題も県議会職員向けアンケートやインタビューで指摘されている。 
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きるが、県議会の財政状況を考慮すると、今後は県議会独自の収入31の向上が持続的な事業運

営に最も重要であるといえる。 

 

表５－２ 県議会におけるプロジェクト関連事業の予算源 

項目 改修 維持管理 

フィーダー道路 SLRA を通じたドナープロジェク

ト（一部 GoSL もあり） 

県予算*：GoSL、独自収入 

道路維持基金（申請ベース） 

井戸、学校 県予算：GoSL、DSDP 県予算：GoSL、DSDP 

保健施設 県予算：RCHP 県予算：RCHP、GoSL 

コミュニティセンター 県予算：GoSL コミュニティの独自活動 

職員研修 県予算－GoSL 

SLRA：Sierra Leone Road Authority シエラレオネ道路局 

GoSL: Government of Sierra Leone シエラレオネ政府 

DSDP：Decentralized Service Delivery Program-II（WB 融資による権限移譲補助金。利用できるセクターごとに用途が固定されている） 

RCHP：Reproductive and Child Health Project-Phase 2（WB 等による保健関連セクター融資） 

* 県予算を利用する場合は、年間計画に盛り込まれる必要がある。 

出所：CDCD プロジェクトによる取りまとめ。 

 

評価団はカンビア、ポートロコ県議会が 2013 年度に WFP の Food for Work や RMFA の道路

維持管理基金に申請し、申請額が認められたことを確認した。また、2014 年には本邦研修に参

加したカンビア県議会の C/P がアクションプランを作成し、固定資産運営システムを導入する

に至った事例もある。しかし、多くの県議会にとって WFP は一度きりの資金給与であり、財

政の課題は残されている。 

 

（3）技術面 

FRRP や MWP を通じ導入を図った計画、調達・契約、施工、維持管理までの一連の技術の

大半は県議会職員の TOR を果たすうえで有用かつ適切である。また施工業者、維持管理を行う

ユーザーグループ、CBC にとっても移転された維持管理技術は高度なものではなく、かつ安価

であり現時点において十分受け入れられ活用されている。こうした各レベルの受益者は新しく

習得した技術をプロジェクト終了後も活用する意思をもち、特に県議会職員は講師として他の

地方議会職員への技術移転や、将来自らが異動になった場合でも後任者に引き継いでいく、と

積極的な対応を表明している。 

プロジェクトの終了後、県／村落ハンドブックの改訂を担う人材の確保・育成は今後の

MLGRD の方針によるが、現時点で内容を理解していると考えらえる KDC、PLDC 職員につい

ては、双方とも定期的レビューの必要性は認識し建設的な提言も行えるが、現場での教訓の抽

出や分析能力、細かな文書編集作業能力が必要、との指摘もある32。 

 

                                                        
31 地方議会の独自収入は全体歳入の 1 ％程度ともいわれる。 

（Local Public Sector Country Profile: Sierra Leone - http://www.localpublicsector.org/profiles/sle2011.htm） 
32 カンビア県地域開発能力向上プロジェクト（道路計画・設計／施工監理／維持管理 2, 維持管理 1 / モニタリング）プログレスレ

ポート和文(1) 2014 年 4 月 
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５－２ 平和構築もしくは人間の安全保障の観点からの評価 

シエラレオネは 2002 年の内戦終了後、復興支援期から開発期に移行しつつある国として捉えられ

てきた。本終了時評価調査では平和構築の観点からの本プロジェクトの貢献の有無、ある場合の具体

的な内容に関する情報収集を試みた。結果的には、以前は内戦終了後ある程度安定はしていたが地域

住民としての結束がなく、かつ県議会職員と住民との繋がりも薄かったが、プロジェクト介入後は住

民のニーズが地域の開発事業につながることを実感させ、 住民間の結束が強まったとの一部の県議

会職員、WC からのコメントを得るにとどまった。 

平和構築の観点よりもむしろ、BHN を満たす人間の安全保障の観点は評価を検討する際、若干の

影響を及ぼした。比較的規模の大きな資機材の投入や本邦研修へ多数の関係者が参加した結果として

主だった目に見えるプロジェクトの成果品は 2 冊のハンドブックである。これらを作成するための

MWP や FRRP がどれほど必要であったか、効率性に関する議論が評価団内でなされた。団内議論の

結果、いまだに著しい貧困状態であるシエラレオネの地域の一部でも BHN が満たされ住民の結束が

図られたこと、またハンドブック開発のプロセスが重要であり MWP や FRRP は教訓を抽出するうえ

で大きな役割を果たした点が評価され、効率性の大幅なマイナスには至らなかった。 

なお、平和構築の観点での評価は本調査では十分行うことはできなかったが、2010 年の JICA 国レ

ベル平和構築アセスメント33の結果と現在の社会状況の比較、本プロジェクトが地方行政／地方分権

化に与えた影響などに関する調査研究は、	開発期に入りつつあるシエラレオネへの今後の支援のあ

り方を模索するうえで有益と考える。 

                                                        
33 国レベル平和構築アセスメント（PNA）基礎資料「シエラレオネ国」（JICA アフリカ部／ガーナ事務所、公共政策部、2010 年 3

月） 
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第６章 結 論 

プロジェクトの妥当性は現在でも高く、その目標をおおむね達成していると評価団は確認し、予定

通り本プロジェクトは終了することが適切との結論に至った。カンビア、ポートロコ両県の県議会職

員の多くは、プロジェクトから支援を受けつつ自らが開発した県／村落開発ハンドブックに基づく地

域開発事業運営を行う能力を向上させ、MLGRD からコミュニティレベルに至る縦の繋がり、及び県

議会と各セクター事務所の横の繋がりが強化されてきた。プロジェクトはシエラレオネ社会にとって

革新的かつ適応可能な地域開発の手法を開発し、カンビア、ポートロコ両県議会で既に本プロジェク

トを超えた通常業務で活用されている。また、県／村落開発ハンドブック作成の過程では、MLGRD、

カンビア、ポートロコ県議会のみならず、県／村落開発フォーラムを通じて他の 17 地方議会や他ド

ナーの貢献・協力がハンドブックの質や汎用性を高めるうえで貢献した。 

それと同時に、評価団は MLGRD 及びカンビア、ポートロコ両県議会における予算面及び人材面

での課題も確認した。結論として、プロジェクトが終了する 2014 年 10 月までに、なんらかの効果的

な方策を取らない限り、全国レベルでの県／村落開発ハンドブックの普及・活用は難しいと言わざる

を得ない。特に、予算を確保し、他ドナーとの連携を含むハンドブックの普及に関する詳細計画を策

定することはきわめて重要である。MLGRD は既に効果的なモニタリング・普及活動を開始している

が、プロジェクトの効果を持続させるための更なる対応が今後とも必要であろう。 
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第７章 提言及び教訓 

７－１ 提 言 

（1）MLGRDは予算配分に関する詳細な情報を盛り込んだ2017年までの普及計画を策定すべきであ

る。また同計画には、担当部署や人員及びその役割も明記することが重要である。 

 

（2）MLGRD はハンドブックの将来的な活用方針について決定し他ドナーの類似／相違点を考慮し

つつ、国家レベルで統一された実践的な地域開発方法を見出すべきである。 

 

（3）プロジェクトは UNDP や WB 等、他ドナーとの連携を深め、MLGRD がプロジェクトの便益を

維持していくための支援を行うこと。 

 

（4）県議会は歳入の改善に努めること。通常の中央政府からの補助金のみならず、他ドナーからの

資金についても積極的かつ戦略的にアクセスしていくこと。 

 

７－２ 教 訓 

（1）相手国のニーズ、動向に対する柔軟なプロジェクト計画 

シエラレオネは世界最貧国の 1 つで紛争終結国であり社会基盤が劣悪な国である。こうした特

殊性をもつ国に対しては本プロジェクトのように、道路工事をプロジェクト開始当初から入れる、

対象地を同時に複数設置するなど、目に見える成果を早急に出すための対応が求められる。 

本プロジェクト期間中に主要な法律や政策の見直し・策定時期が重なり、プロジェクトも政策

レベルでの関与が可能となった。相手国政府の政策レベルの動向に機敏に対応し、政策と現場と

つなぐ役割を果たした本プロジェクトの計画及び実施体制は他の案件でも活かすことが可能であ

る。 

 

（2）普及を意識した戦略的プロジェクト計画の策定と実施 

本プロジェクトのように、プロジェクト実施中に終了後のハンドブック普及の準備のための活

動を行うことで、より確実なものとしていくことができる。また、将来の普及を見据えたプロジ

ェクト計画（PDM）を戦略的に策定することが重要。 

プロジェクトは異動した C/P も巻き込んで異動先の地域におけるハンドブック活用に関する意

見交換を行った。非対象地域との連携を深め、将来の普及人材をプロジェクト期間中に育成する

うえでも有効な方法である。 

本プロジェクトはモデル構築のための実証事業の実施にプロジェクト期間の大半を費やした。

C/P 自身によるモデルの実効性や汎用性、人材、資金、及び時間的コスト面から検証できる期間

をプロジェクトの後半に設けることもモデルの持続性を担保するための一案である。 

 

（3）組織の向上を測る定量指標の検討 

「地方行政組織の体制と機能を強化する」という抽象的なプロジェクト目標の指標、なかでも

定量的指標を設定する場合は、十分かつ前広な議論が必要である。本プロジェクトでも中間レビ

ュー時においてハンドブックを活用したうえで事業が行われる、との定性的指標を定めるにとど



 
 

－32－ 

まったものの、本終了時評価調査では定量的指標も改めて設置し、情報を収集、分析を試みるこ

ととなった。本プロジェクトのような組織の能力向上の達成度合を定量的な指標も併せ用いて評

価する場合、主要 C/P、管轄する省と日本側関係者が指標や目標値の適切性を議論し、評価を始

める前に入手可能な情報を整理しておくことが重要である。例えば、FRRP にかかる組織的能力

の向上に関する考察34が MWP においてもなされ、県議会職員全体の目指すべき能力と現状の到

達レベルを示すことができれば、C/P 機関に対し更に具体的かつ建設的な提言ができたのではと

考えられる。 

 

（4）各 C/P の到達すべき目標値の設定 

本調査を通じ、日本人専門家間でプロジェクトの結果として到達されるべきと考える C/P の能

力の幅があることが判明した。また、日本人専門家が期待する能力のレベルと C/P が自ら成長し

たと感じるレベルも明らかに異なっていた。インタビューを行った県議会職員は自らの能力向上

を力強く表明した一方で、日本人専門家から見ればいまだ改善の余地が大きいとの回答であり、

その認識の差は明らかである。内戦終結後 10 年以上年経過したものの、鉱物資源がなく海外から

支援を得にくいカンビア、ポートロコ県において（カンビアでは JICA プロジェクトは既に開始

されていたものの）能力がきわめて不十分であった県議会に対し、プロジェクトにより県議会職

員それぞれのどのような能力をどこまで成長させることができるのか？といった議論は評価時の

みならず、プロジェクト期間中に更に深くなされてもよかったのではと考えられる。 

 

（5）評価におけるプロジェクト内の実証事業の取扱い 

本プロジェクトは活動の一環として、MWP や FRRP といった実証事業を C/P とともに実践

し、その中から抽出した教訓を基にハンドブックを作成する構造となっている。このように実証

事業をプロジェクトの中で行う場合、それら実証事業の結果として出る様々な事象をインパクト

や事業の効率性などを評価的な視点から取扱うのか否かなど、対処方針会議等において事前に十

分な議論と取り決めがなされることが望ましい。 
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